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巻頭言

皆んなが集って全国大会を開催したい

NHKテレビに「あの人に会いたい」という番

組がある。既に亡くなられた俳優など有名人の生

前インタビューを再編集したものだが、それを見

るにつけ、懐かしさとともに当時の己の生き様の

ようなものが思い起こされ、気づけば目を潤ませ

ていることもある。私たちは、なぜに「あの人に

会いたい」という感情を抱くのだろうか。

唐突に、こんなことを言い出したのは新型コロ

ナゆえである。西欧などでは法律によって外出等

を制限したが、我が国では「自粛」と叫べば1億

総動員のように国民がこれに従い、我が欠陥住宅

全国ネットの全国大会も中止に追い込まれたり、

ズーム会議にとって代わる状況が続いている。そ

れに加えて、最近、最高裁は、ウェブ会議による

裁判のIT化を促進させるなどと言いだしている。

しかし、もともとアナログ人間の私は、この

ズーム会議やウェブ会議なるものをなんとか否定

できないものかとそれらの欠点を粗探しするのだ

が、最近の機器は優れていて映像も音声も良好

で、ケチをつけ難いところがなんとも悔しい。八

つ当たり的に「デートもズームでやればいい」と

毒づいてみても「デートだってズームでいいじゃ

ないか」と言われそうなご時世である。

貴戸理恵関西学院大准教授は、本年5月15日付

け中日新聞紙上で、「オンライン会議では 『余白』

と『身体性』が失われる。『余白』とはコントロー

ルが及ばない思いがけない展開が生じる余地のこ

と〔テーマから外れたが何か大事な話ができた感

覚が生じる〕であり、 『身体性』とは同じ空間に

(2) 

代表幹事吉岡和弘

存在することによって言葉を介さずに身体感覚が

伝わってしまうことが起きること〔体調が悪い相

手の傍にいると自分も気分が悪くなる、 受け止め

られたという思いが暖かい感覚となって場に共有

されるなど〕である」などと指摘しているが、な

るほど……と我が意を強くはするものの、この指

摘だけではなかなか他を納得させ難い。

全国ネットが発足して20数年が経過した。当

初、弁護士、建築士、学者ら50名余が被災地神戸

で発足集会を開催し産声をあげた組織が今日では

約1000名もの会員を擁するまでに発展し、毎年、

春頃と秋頃に年2回の全国大会を開催し、毎回、

150人前後の会員が旅費や宿泊代を出費しながら

北や南に足を運び議論を重ねてきた。ズーム会議

なら出費もなく移動時間も不要となるのに、私た

ちは年2回の全国大会を待ちわび、議論を闘わせ

たあとは懇親会で酒を酌み交わす。

こうした行動のi原は何だろう 。私たちは「あの

人に会いたい」、「会員の皆に会いたい」との思い

で全国大会に足を運んでいるのではなかろうか。

ここらあたりの「うまく表現できない感情」のよ

うなものを、どなたかが理論構築し、オンライン

会議による大会運営方式を撃退してくれないもの

かと念じる今日この頃だが、それも、もはや時代

遅れの空しい願いにすぎないのだろうか。

早く、皆が実際に集って、熟い議論をしたいも

のだ。



1 はじめに

欠陥住宅全国ネットの第 1回大会が神戸で開催

されました。今回この神戸に戻って、第47回大会

が開催されることになり、感慨ひとしおです。

2 阪神淡路大震災後25年目の総括

ご承知のとおり平成 7年 1月17日午前 5時46

分、阪神淡路大震災が発生し、多くの人命が失わ

れました。その約 8割は建物倒壊による圧死で

あったと報告されています。阪神淡路大震災後25

年目にあたるこの大会では、その総括として、こ

の25年を振り返ってみようとの企画を立てまし

最初に多くのマンション被害問題に取り組んで

こられた丸山英氣先生からは「震災後のマンショ

ンの状況」について、続いて堺市の建築行政に携

わってきた石黒一郎さんと兵庫県弁護士会弁護士

の津久井進さんからは、それぞれの立場から、こ

れまで行ってきた震災被害者の救済活動について

ご講演をいただ＜予定です。今後の予防や救済は

どうあるべきかについて皆様も一緒に考えていた

だければ幸いです。

3 マンションの瑕疵紛争における問題

次に本大会では、マンションの瑕疵問題をとり

あげることになっています。まずタイルの技術的

な基礎知識について、住宅リフォーム紛争処理支

援センターの木村英樹さんにご講演いただき、続

いて多くのタイル剥離事件に建築士として携わっ

てきたー級建築士木津田秀雄さんに、実務上の問

題についてお話しを頂戴したいと思います。

(3) 

河合敏男（東京）

マンションは区分所有という特殊な形態である

ことから、法的解決手続のところでも様々な問題

をかかえております。本来法的救済が受けられる

はずのマンション欠陥被害者が、当事者適格など

の訴訟手続上の不備から救済を受けられなくなる

は断じて許されません。本大会では、訴訟に

おける法的問題についての第一人者である創価大

学法学部教授の花房博文先生にご講演をお願いし

ました。皆様には、マンション問題の法律上の問

題点について、しっかりとした知識と問題意識を

もっていただきたいと考えております。

4 大川小学校事件勝訴判決

大川小学校の津波被害事件について、先日、

高裁で石巻市と宮城県の上告を棄却し、 8年目に

して被害者側勝訴が確定したことは皆様ご承知の

ことと存じます。被害者の方々には、本当に心労

の大きい長い闘いであったとお察しします。その

被害者の方々から全国ネットヘ、被害者救済に役

てて欲しいと、多額のご寄付をいただきまし

た。この場を借りて厚く御礼申し上げます。本日

は、被害者のご遺族の方もみえておりますので、

この後、ご挨拶を頂戴する予定です。

5 おわりに

本日も盛り沢山の充実した企画となっておりま

す。皆様には更なる研鑽を重ね、被害救済に取り

組んでいただくことをお願い申し上げます。



阪神淡路大震災25年目の総括

「現場から見た25年間」の報告

1 行政から

堺市建築防災推進課の石黒一郎氏から、阪神淡

路大震災から四半世紀を振り返ってのご講演を頂

きました。

(1)建築指導行政について、平成10年度 (1998

年度）堺市で木造3階建ての実態調査を実施した

ところ、 7割に違反があったそうです。当時は、

検査はないに等しく、完了検査を受けず建築士に

会ったこともない人が多数だったそうです。

その後、阪神淡路大震災を教訓に平成11年

(1999年）より中間検査制度が導入されました。

平成12年 (2000年）告示1460号等において、柱

頭柱脚金物の設置など引き抜き防止策の義務化、

壁の配置基準 (4分割法）、基礎を鉄筋コンクリー

トで施工する義務など木造構造規定の詳細が定め

られ、木造建物の安全性確保が画期的に推進され

ました。

残された課題としては、耐震性能が不足する既

存不適格物件が多数存在すること、床倍率の規定

の欠如、耐力壁以外の接合強度規定の欠如といっ

た木造構造規定に不足部分があること、必要耐力

算定が過小であることなどを指摘されました。

さらに、偽装や違反が繰り返されること、建築

基準法6条 1項4号特例の問題、民間の確認機関

は顧客の物件を厳しく検査できるか疑問があるこ

と、自治体の取扱物件が減少し、現場を知らない

(4) 

弁護士島村美樹（関西ネット）

ようになってきたことなどの問題点も指摘されま

した。

(2)発災後の対応については、建物被害につい

て、応急危険度判定では危険と言われたのに、罹

災証明発行のための調査では半壊にしかならな

かったなど、被災者に混乱が生じたことや、被災

建物の被害調査においては、再建築費用に着目し

た被害算定基準に改正しないと被災者の救済にな

らないという問題点も指摘されました。

地震で倒壊した建物の写真も紹介して頂き、建

物は凶器になるという怖さが実感されました。建

築行政に長年携わってこられた石黒氏のお話は具

体的で問題点が浮き彫りになり、今後の課題を歴

史の中で把握することができました。

2 弁護士から

被災者支援制度の第一人者である津久井進弁護

士（神戸ネット）から、阪神・淡路大震災後のマ

ンション法制の推移についてお話して頂きました。

(1) 阪神・淡路大震災で全半壊した分譲マン

ションは兵庫県内で172棟でした。

この建て替えや補修につき、たとえば、滅失し

たとはどういう状態になったときのことを言うの

か、 L字型の連担棟が被災した場合その補修費用

はどの範囲の住民が負担するのか、住民の合意形

成が困難など様々な問題が起こり、法に不備があ



ることが露見しました。

訴訟となり建替まで10数年かかった事例も紹介

されました。

(2)その後、区分所有法の改正、マンション建

替等円滑化法の制定及び改正、被災マンション法

の改正がなされました。

今後の課題としては、マンション修繕・建替に

便乗する悪質コンサルや業者の問題、居住者の高

齢化の問題、団地法制の整備の問題等があり、専

門家や行政によるフォローが必要であるとのこと

でした。

居住者が安心してマンションに住むためには、

建物が被災して損壊したとき、スムーズに修繕や

建替ができる制度を整えることが必要不可欠であ

るということを過去の問題事例を紹介しつつ解説

して頂いたので、とてもよく分かりました。

阪神・淡路大震災から25年のアピール

1 私たち欠陥住宅全国ネットは、平成7年(1995年） 1月17日に発生した阪神・淡路

大震災を契機として、亡くなった方の約 8割が建物倒壊や家具による圧死であったこと

を深く受け止め、尊い人命を危険にさらす欠陥住宅被害の予防と救済を目的として、弁

護士、建築士、研究者、消費者問題に関わる市民等によって設立されました。

2 早いもので、あの震災から25年の歳月が経とうとしています。

この間、立法においては、建築確認検査制度における中間検査制度の導入、柱頭柱脚

金物の設置などの引き抜き防止策の義務化など木造構造規定の詳細化、品確法による住

宅性能評価制度や特定住宅瑕疵担保責任に関する特則の制定、住宅瑕疵担保履行確保法

による業者の保険加入義務付け等、欠陥住宅被害の予防と救済の両面から一定の改善が

なされてきました。

また、司法においても、建物の建築に携わる設計者、施工者及び工事監理者は、建物

の建築に当たり、契約関係にない居住者等に対する関係でも、当該建物に建物としての

基本的な安全性が欠けることがないように配慮すべき注意義務を負い、これを怠り、居

住者等の生命、身体又は財産が侵害された場合には、不法行為責任を負うとした最高裁

判決を初めとして、公共財としての建物の安全性確保を重視し、欠陥住宅の救済にかか

わる重要な判例も多数出されてきました。

さらには、社会においても、東日本大震災、熊本地震などの甚大な被害を経て、住宅

の安全性確保についての問題意識も大幅に向上してきました。

3 しかし、他方で、①経済性を重視するあまり安全性を蔑ろにする構造計算偽装、建

材偽装、検査データ偽装などの事件が繰り返されていること、②耐震性能が不足する既

存不適格建築物が今なお多数存在すること、③建築基準法6条 1項4号所定の建物にか

かる、いわゆる 4号特例の見直しが進まないことなど、まだまだ多くの課題が山積です。

4 阪神・淡路大震災から25年目の今、このような現状を前に、私たちは、改めて、「安

全な住宅に居住する権利」を確かなものとするため、知恵と力を結集し、これからも欠

陥住宅被害の予防と救済に取り組んで行くことを宣言します。

2019年12月7日

欠陥住宅被害全国連絡協議会（全国ネ ット）

第47回神戸大会参加者一同

(5) 



阪神淡路大震災から四半世紀を振り返って

石黒一郎（堺市建築防災推進課）

1)建築指導行政について

(1)検査はないに等しく、建築確認は「再建築可」の土地である証文に過ぎなかった。

平成10年度(1998年度）堺市で木造3階建ての実態調査を実施一結果は7割に違反が

あるという結果

その後の購入者への聞き取りや相

談会で、完了検査を受けていないこ

とはもちろん、建築士にもあったこ

とがない人、建築確認も見たことが

ない人が多数である現実が判明。

（資料）

当時の建築確認をめぐる状況は、

木 造3階調査結果（平成8,9, 10(10年は半年分）年度に建築確認を受けた物件‘

を調査）

総数
集団規定の 建物内部に

違反あり 車庫あり

建物前面の耐力壁 0個所
5 1 4件

3 0 6件 4 5 7件
(5 3 %) 

建物前面の耐力壁 1個所
1 8 9件

8 6件 9 3件
(1 9 %) 

小計
7 0 3件

3 9 2件 5 5 0件
(7 2%) 

建物前面の耐力壁 2個所以上
2 7 3件

6 0件 8 5件
(2 8 %) 

し一
合計 9 7 6件 4 5 2件 6 3 5件

完了検査率の取得状況や違反摘発数に如実に表れている。
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；建物用途別違反摘発件数
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堺市完了検査率（中間検査実施前）

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 1~ ~ ~ ~ ~ ~ ー号、~ ~ ・ 
！ 建築2物号

3号-- 4号

建築物 建築物 建築物

確認件数 53 569 1448 2059 

平成8年度 検査済数 72 16 397 843 

検査率 135% 2.81% 27.42% 40.94% 

確認件数 49 602 1175 1784 

平成9年度 検査済数 19 33 506 865 

検査率 38.78% 548% 43 06% 48.49% 

確認件数 49 560 989 1664 

平成10年度 検査済数 22 40 376 680 

検査率 44.90% 714% 38.02% 40.87% 
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合計

4129 

1328 

3216% 

3610 

1423 

39.42% 

3262 

1118 

34.27% 

図3-3 4号建築物と 1, 2, 3号建築物の合計の「みかけの完了検査率」の推移
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図3-5 1, 2, 3, 4号建築物の「みかけの完了検査率」の推移
（図 3-3、図 3-5は、いずれも増渕昌利氏学位論文「建築基準法に基づく完了検査実施率の向上に関する

研究」 (2012年）より引用）

(2)阪神淡路大震災を教訓に中間検査制度の導入へ

建設省（当時）が提唱し、全国の都道府県で建築物の安全安心計画が策定され、木造住

宅を中心に建築物の安全性を確保する取り組みが行われた。

私の勤務する堺市での木造3階建一斉調査もこのような空気感の中で行われたもの。

マスコミにも取り上げられ大きな反響

平成11年(19 9 9年）より、中間検査制度を導入

(3)画期をなした平成12年(2000年）告示 1460号等一木造構造規定の詳細化

柱頭柱脚金物の設置など引き抜き防止策を義務化

壁の配置基準を制定ーいわゆる 4分割法

基礎が鉄筋コンクリートでることを義務化

(4)残された課題

①構造上の課題

耐震性能が不足する既存不適格物件多数存在

木造構造規定の不足一床倍率の規定の欠如、耐力壁以外の接合強度既定の欠如

必要耐力算定の過小一構造計算をすると必要耐力が増加する矛盾

②実施体制の課題

繰り返されれる偽装や違反

建築基準法6条 1項4号特例問題

指定確認機関システムの問題一顧客の物件を厳しく検査できるか？

自治体の問題ー取り扱い物件の減少ー権限は残れど現場を知らない

課題発信力の低下、具体性の欠如

(7) 



2)発災後対応の課題

(1)阪神淡路大震災で初めて実施された被災建築物の応急危険度判定はその後の地震

で体系化されてきた

①経験を活かしたマニュアルの作成

②全国の支援体制の実施

判定土登録数

平成21(2009)年3月末

平成29(2017)年3月末
1021610 

108,195 

2,003, 1,07 3 I 1,09 3 | 7 49 | 2 0,99 3 

③被災建築物の応急危険度判定被災宅地の危険度

判定という二つの判定の問題

④罹災証明発行のための建築物の被害調査との相

違の問題

危険度判定で危険といわれたのに半壊にしか
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(2)建築物被害調査の課題

台風被害で問題点が一躍表面化したが、被害調査が適切に被害を反映していないのではな

いか。再建築費用に着目した被害算定基準の改正が必要

全 壊 大規模半壊 半 壊

損害割合 50％以上 40％以上 50％末満 20％以上 40％未満

1次調査 2次調査

屋根 15% 

屋根 15% 
柱（又は耐力壁） 15% 

床（階段を含む） 10% 

外壁 10% 

壁（外壁） 75% 内壁 10% 

天井 5% 

建具 15% 

基礎 10% 基礎 10% 

設備 10% 

(8) 



阪神・淡路大震災25年とマンション法制の推移

津久井進（神戸NET。弁護士）

1 阪神・淡路大震災のマンションの被害状況

(1)被害 大被害 122棟（4.2%), 中被害 189棟（189%), 小被害 543棟（18.5%)

←計 854棟／対象マンション 2935棟であり， 29％が被災した

（都市住宅学会調査より）

兵庫県内の分譲マンションの全半壊は 172棟

(2)再建状況（兵庫県調べ）

建替・再建＝109棟，補修＝57棟，解体後土地処分＝6棟

(3)訴訟事例等

①グランドパレス高羽（決議まで 2年＋裁判 6年＋再建 6年＝14年後）

②東山コーポ（6年後に建替決議無効判決， 3年後再び決議，完成 13年後）

③宝塚第三コーポラス（最後の一棟裁判終了 9年，完成 15年後， 1世帯）

④翠ヶ丘マンション（半壊， 10年後に建替決議，完成 13年後。 12/48世帯）

(4)様々な論点の噴出（→法の不備が露見）

・滅失の定義

・連担棟問題，費用負担

．既存不適格と再建，空間権をはじめ未知の世界

・用途一部変更，敷地一部変更の可否

・買取請求，売渡請求の実務

・様々な手続要件と，手続瑕疵への対応

・抵当権抹消，二重ローン

・再建方法（主体，手法），合意形成支援

(5)マンションは災害で被災し，合意形成過程で二次的に被災する

(9) 



2 法律の変遷

(1)昭和 37年 区分所有法制定

→平成 7年被災マンション法制定

→平成 14年 区分所有法改正，マンション建替円滑化法制定

→平成 25年被災マンション法改正

平成 26年 マンション建替笠円滑化法改正

(2) 大きなインパクト 区分所有法 62条をめぐる問題

←グランドパレス高羽事件（神戸地判Hll.6. 21,大阪高判決H12.7. 13, 

最判 H15.6.24) 

神戸地判「「建物の価額その他の事情に照らし、建物がその効用を維持

し、又は回復するのに過分の費用を要するに至ったとき」（費用の過分性）

とは、区分所有建物が、物理的な効用の減退により建物の使用目的に応じ

た社会的経済的効用を果たすために社会通念上必要とされる性能を損な

い、その効用を維持、回復するために必要な費用が相当な範囲を超えるに

至ったことをいうものと解すべきである。

また、同条の文理及び趣旨からすれば、効用の維持、回復に必要な費用

が相当な範囲を超えるに至ったか否かは、建替え決議当時における当該

建物の時価と建物の維持、回復費用との比較のみによって判断するので

はなく、建物の利用上の不具合その他建物の現状、土地の利用に関する四

囲の状況等、建替えの要否の判断に際して社会通念上検討されるべき諸

般の事情を総合考慮し、区分所有者が当該建物を維持することが合理的

といえるかどうかによって判断すべきものと解される。

そして、建物の効用の維持、回復に必要な費用は、建物の使用目的や効

用の要求水準という区分所有者の主観的な価値判断に左右されるもので

あるから、右費用の認定にあたって、建物がその効用を果たすべき性能水

準についての多数の区分所有者らの主観的判断は可及的に尊重されるべ

きである。」

↓ （これを受けて法改正）

(10) 



旧62条 1項「老朽，損壊，一部の滅失その他の事由により，建物の価格

その他の事情に照らし，建物がその効用を維持し，又は回復するのに過分

の費用を要するに至ったときは，集会において，区分所有者及び議決権の

各 5分の 4以上の多数で，建物を取り壊し，かつ，建物の敷地に新たに主

たる使用目的を同ーとする建物を建築する旨の決議をすることができる」

↓ 

現行62条 1項「集会においては、区分所有者及び議決権の各 5分の 4以

上の多数で、建物を取り壊し、かつ、当該建物の敷地若しくはその一部の

土地又は当該建物の敷地の全部若しくは一部を含む土地に新たに建物を

建築する旨の決議をすることができる。」

(3) 区分所有法（民事実体法：法務省所管）と，

マンション建替等円滑化法（事業手続法：国交省所管）で役割分担。

(4) 改正被災マンション法

。多数決による敷地売却，

・多数決による取り壊し，取り壊し＋敷地売却，建物敷地売却

改正マンション建替等円滑化法

・老朽化等による要除却認定を要件とする多数決による売却等

・要除却マンションの建替えの容積率の緩和

3 今後の課題

(1) マンションの老朽化に伴う修繕，建替え

。これに便乗する悪質コンサルの防止

．粗悪な業務による二次被害

(2) 居住者の高齢化に伴う管理の問題

・合意形成の困難性，なり手不足

・マンションの乗っ取り事例

(3) 団地法制の整備

・建て替えの困難性（敷地分割制度の検討，団地一括建替決議要件緩和）

(4) 専門家・行政のフォローの必要性

以上

(11) 



ル張り施工と剥離の基礎知識

I タイル張り施工の基礎知識

11 タイル剥離の基礎知識

皿タイル補修の基礎知識

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支援センター

情報管理部技術情報課課長ー級建築士木村英樹

⑪翌性

タイル張り施工の種類は大きく分けて、 「乾式工法と湿式工法」又は「先張りと後張

り」に大きく区分される。そして、今回は主に「有機系接着剤による後張り工法（乾

式）」 「セメントモルタルによるタイル後張り工法（湿式）」を取り上げて、タイルを張
り付ける躯体はコンクリートを対象とする。

■乾式工法
0後張り
⇒引掛け工法（専用ボードに専用タイルを引掛けていく工法）
⇒有機系接着剤によるタイル後張り工法

0先張り
⇒タイル先付けプレキャストコンクリートエ法（※）

11湿式工法
0後張り
⇒セメントモルタルによるタイル後張り工法 （密着張り、モザイクタイル張り等）
●コンクリート下地壁タイル直張り

●モルタル下地壁タイル張り

※：現場において、水を使わないため、乾式として整理

住まl1る
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■屋外壁タイルの標準形状

胃遣琴難虚疇〗麗鬱疇l

』
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／
 □] 【レンガ】

【平物】

臼控¢

頃阜曲： I60 ーロ 的

J口曲5口6゚ l口屏冒

【役物】

3
 

出典・「タイル手帖」(2014.9)全国タイル業協会p.23

11屋外壁モザイクタイルの標準形状

朧配99,囀 l

50mm角ユニット 50mm二丁ユニット

□□ 
「「

50mm角曲 50mm二丁曲 50mm二丁屏風曲

冒二：45 二：］日ク45

ー［ニ
| 300 | 

【ユニット】 【役物】

臼！翌 4
 出典：「タイル手帖」(2014.9)全国タイル業協会p.23
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■裏あし
⇒使用部位が屋外壁でモルタル張り及びプレキャスト工法用タイルには以下の裏足
を付ける

■裏あしの形状
⇒形状は、あり状とし、製造業者が定める。
あり状とは、図の例 1~3のような形状をいう。

例1 例2 例3

臼控；
【裏あしの形状】

※L1、L2はLOより、 L3はL4より
小さくなくてはならない

出典：「タイル手帖」(2014.9)全国タイル業協会p.30
5
 

■タイル、下地コンクリートの膨張収縮の緩和・調整（伸縮調整目地）

■タイル裏側への雨水の浸入防止

●下地モルタルあるいは張付けモルタルの吸水膨張や乾燥収縮の挙動の抑制

■タイルの裏足への応力の集中緩和
など

遍し目培 鳥霞み目比

たて慎汗｀目給 ゃは打棗り

イギリス棗り フうンス張り

たて過し目織

ア1碑 9パフランス堕

たて属該み目埼

臼！墨 【屋外壁タイルの張りパターン】 6
 出典：「タイル手帖」(2014.9)全国タイル業協会p.28
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タイル剥離を段階に分けると、以下の3段階に分けることができる。
本資料においては、剥離に「浮き」も含むものとして、記述する。

①タイルを張るまえ
タイルを張るまえの下地や躯体の不良による剥離。

②タイルを張るとき

タイルを張るときの不良による剥離。

③タイルを張ったあと
タイルを張った後の日射、風雨、凍害等による剥離
基礎の沈下、外壁の傾斜等による剥離
地震による剥離

住まlヽる
ダイヤIL
9>’°3' C•1 q 

出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター， 7 
RC造 調査方法編 外壁のひび割れ・欠損（はがれ・浮きを含む）（モルタル・タイル張り）

く設計段階における躯体の確認＞

■柱・大梁・小梁．壁のコンクリート及び鉄筋の規格

■柱・大梁・小梁・壁の断面寸法等

■柱・大梁・小梁・壁の配筋方法

く設計段階における外壁のひび割れ ・はがれ防止対策＞

■鉄筋のかぶり厚さ

■補強筋の入れ方

■外壁仕上材等の選択
⇒後張り（セメントモルタルor接着剤） orタイル先付けプレキャストコンクリート
■ひび割れ誘発目地の入れ方

■打継ぎ目地の入れ方

■傾斜した外壁の剥離防止対策
⇒屋根に準ずる防水対策とタイル張りとの調整

臼9墨 出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019.3)住宅リフォーム・紛争処理支援センター，

RC造 詞査方法編 外壁のひび割れ・欠損（はがれ・浮きを含む）（モルタル・タイル張り）

8
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く施工段階における躯体の確認＞

前述の項目に加えて、以下を確認する。

■型枠・支保エの組立て方法

■コンクリートの打込み・締固め・養生

■工事中の一時的な過荷重の積載

く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞
前述の項目に加えて、以下を確認する。

■伸縮調整目地の入れ方

■構造スリットの位置ずれ

臼翌性 出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター， 9 
RC造 詞査方法編外壁のひび割れ・欠損（はがれ・浮きを含む）（モルタル・タイル張り）

■コンクリート面のひび割れ誘発目地・打継目地の入れ方
⇒ひび割れ誘発目地・打継目地の形状は 幅20mm以上、深さ 10mm以上
（公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成31年版 (9.7. 3 (1)ア，p.117) 

■タイル面の伸縮調整目地の入れ方

臼翌性

⇒伸縮調整目地の形状は 幅 10mm以上、深さ 10mm以上
（公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成31年版 (9.7. 3 (1)ウ，p.117)) 

⇒タイルの』畠を 止するためには、上吃の2つの 地の立置 一致させる。

伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置

（公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成31年版（表11.1. 1, p. 130)) 
※コンクリート面のひび割れ誘発目地とタイル面の伸縮調整目地は一致していたが、
誘発目地のシーリング材の表面をモルタルが覆ってしまい、目地の役割が十分に

機能せず、タイルの剥落となった事例もある。
出典：「公共建築工事標準仕様苔（建築工事編）平成31年版」国土交通省HP:https://www.mlit.go.jp/common/001287658.pdf (2019.11.14閲覧）

(16) 
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■構造スリット
⇒未施エ（図面の指定箇所にスリットが設けられていない）のため、縁を切られるべき
壁と柱がつながってしまうことにより、当該柱に応力が集中してしまい、タイルが剥
離・剥落する。

⇒スリットは施工したけれども、コンクリートの打込み（流し込み）時にスリット材が
ずれて、本来スリットが入るべきところに、スリットがない。スリットがずれている

にも関わらず、その是正（補修）を行わずに、タイル面の伸縮調整目地は設計又は施
工図通りの位置に設けられる。当然に、スリットと伸縮調整目地の位置が一致してな

いため、タイルの剥落に繋がる。

① 

R
 

構造スリットがずれた場合の概念図

11 

■傾斜した外壁（以下、斜壁）の剥離防止対策
⇒建築基準法の高さ制限等を遵守するために、外壁を傾斜させることがある。
その場合は、室内に雨水を浸入させないために斜壁にも防水することがある。

⇒斜壁に防水層を設けた場合に、防水層の上に物理的固定なしに下地モルタルを
作成すると、防水層と下地モルタルの界面で剥離・剥落を起こすことがある。

下均モルタ9シ

紡ホ雇（メン:H. .,;ン防水｝

斜壁をタイル張りとする場合で剥離防止対策を講じる例

住まl]る
ダ＂イヤ IL
9S'0 •91:40 

出典：「まもりすまい保険設計施工基準・同解説（2012年版）（第5版）」（2019年3月）住宅保証機構，p73（図14-1) 12 

(17) 



く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞

■下地処理

■下地調整層

■外壁仕上材（タイル） ・下地材（下地モルタル）の養生

■タイル目地

張付けモルタル

タイル

下地モルタル

張付けモルタル

タイル

はく知ばし コンクリートー、下地モルタル間のはく趙 下地モルタル・張付けモルタル間のはく濯 張付けモルタル・タイル悶片間のはく沼

セメントモルタルタイル後張りによる剥離の例
住まし1る
グイヤlL
05’，，・・J'し1れ

出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター， 13 
RC造補修方法編 G-2-307タイル張替え工法

く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞

型枠取外し後のコンクリート表面は、塗装合板の普及により平滑であり、 離型剤も使用

されることから、モルタルの付着が悪いため、コンクリート界面からの剥離の原因の一

要因に繋がる。そのため、目荒らしが必要であるが、ワイヤーブラシ掛けでは足らない。

また、コンクリート表面には脆弱層が存在するため、その除去も必要である。

■下地処理
⇒汚れ・コンクリ＿卜脆弱部の除去（清掃）
⇒下地に適した粗面の確保・
離型剤の影響の除去（高圧洗浄やMCR工法など）

コンクリート表面の清掃及び目荒らし方法

公共建築工事標準仕様書では平成9年版から高圧水洗浄による目荒しの記載あり

臼翌跨 出典：「建築工事標準仕様も・同解説JASS19際磁器質タイル張り工事J(2012.7).p.125（解説表3.17)

(18) 
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く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞

Ill下地調整層

仔まいる

ダ＇イヤ lL
0シ 9¢•31e- 9ぷ

⇒下地モルタルを塗る前に、コンクリート表面に「吸水調整剤」を塗布し、コンク
リートが下地モルタルの硬化に必要な水分を奪わないようにする。

（ドライアウトの防止）

⇒下地モルタルを塗り、段差・不陸の調整
⇒下地モルタルの表面硬度・粗面の確認
（目荒らし方法の方法は全頁と同様）

コンクリ

●コンクリート下地壁タ イル直張り
⇒右の図の下地モルタルを除いた、層構成となる
ため、材料・手間で、 「モルタル下地壁タイル張り」

より有利である。そのため、コスト削減のため、

採用が増えている。

⇒下地壁面の精度は、長さ 3mにつき7mm以内で、
段差・不陸は調整を行う。 (JASS19) 

コンクリード下地モルタル間のはく趙

く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞

⑪！摂

■外壁仕上材（タイル） ・下地材（下地モルタル）の養生
●セメントモルタル張りの場合（密着張り又はモザイクタイル張りを想定）

⇒吸水性のあるタイルは必要に応じて水湿し
⇒下地モルタルにも吸水調整材の塗布
（ドライアウトの防止）

●有機系接着剤張りの場合

⇒接着剤は接着面に水分が多いと接着性能が低下
することが多いため、モルタル張りと違い、

タイル張りを行う前に、十分に乾燥させる必要が

ある。

※JASS19（建築学会）は2012年版で外壁に採用。
公共建築工事標準仕様書は平成25年版 (2013年）
から採用。

※実建物による暴露試験や熱による長期耐久性試験、
凍結融解試験においても引張接着強度やせん断

応力に大きな変化はなく、良好な耐久性を示して
いる。 （詳しくは、JASS19-2012,pp. 151-152参照）
※ゴム弾性があるため、熱膨張収縮に対応できる。

(19) 

コン

下地モルタル，張付けモルタル間のはく躍

15 
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く施工段階における外壁のひび割れ・はがれ防止対策＞

IIタイル目地

分翌塁

⑪！墨

●セメントモルタル張りの場合（密着張り又はモザイクタイル張りを想定）
⇒目地充填（タイルとタイルの間のモルタル充填）の役割は、タイル裏面への雨水
の浸入を防止し、モルタルの吸水膨張や乾燥収縮の挙動を抑えることである。
⇒目地の深さはタイル厚さの 1/2以下
目地が深い場合には、タイルの端部界面に応力が
集中し、発生するせん断力を十分に緩和することが
できず、タイルの裏あしが破断し、剥離の原因と

なる。 （タイル裏あしによる破断 滋剥落の防止）

●有機系接着剤張りの場合
⇒裏あし、目地充填は省略可能
接着面積を増やすことや、接着剤自体が弾性をもつ
ことから、目地の充填は省略できる。

※タイルの形状、大きさと標準目地幅は、
JASS19-2012の解説表3.1 (p. 68)参照

■地震による剥離
地震によるタイル剥離も当然にあるが、地震によって、ひび割れ誘発目地・
打継目地との伸縮調整目地が一致していないもしくは目地の構成に誤りが

あることに気づくことがあるので、軽度の地震によりタイルが剥落した場合は
別の原因も考慮にいれて、確認する必要がある。

■凍害による剥離
凍害によるタイルの剥落はあまり事例を確認できていないので、今回は割愛。

(20) 
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■公共建築工事標準資料書におけるタイル補修方法（欠損（剥離） ・浮き）

CT 概 O対応する不旦合バ原同 C達弔裂牛 OT華手）睛叙fi C儘竺 e念考す献

既存タイル張し）外壁のはく落部の補脩あるいはタイ

ル陶片のはく離や大面積のはく離の場合に、既存

タイルを徹去し、新たにモルタルの塗替え及びタイ

ルの張替えを行う工法である。（参考：参考文猷1)

(*3) 

疇疇

・外壁のひび割れ・欠損(G-

2) 

・往・大梁・小梁壁の配筋方法

の不良~
・コンクリートの打込み・締固め

の不艮、養生の不艮

・エ寧中の一時的な過荷重の

積載
・伸埼調登目地の入れ方の不

艮
・ひび割れ誘発目地の入れ方

の不良

・下地調登層の不良

嶋外壁仕上材等の選択・品質不

良、養生不艮

．既存タイルと同じ又は美観的に抑和できるタイル

が用意できる場合に適用する。

・タイル部分張替え工法：（引用：参考文猷2)

既存の下地モルタル等がある場合及び1箇所当

たりの張替え面積が0.25寸程度以下の場合に適

阻する。

・タイル張替え工法：（引用：参考文猷2)

下地モルタルを撤去する場合（存在しない場合を

含む）に適用する。

捐修前 栢修後

タイル張醤え工法例（cllord作成）

20 臼閏 出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

(21) 



臼翌性

臼；墨

（既存のタイル張付け材がセメントモルタルの場合）

↓3から

↓3から

①現場調査によリ適用条件を満たしていることを確認する。

②タイル張，）のひびわれ、はがれ等の状況を確認し、エ寧計画を立て

る。

① 必要に応じて足場を設置し、撤去時に発生する粉塵が隣地に飛ばな

いようその外回リに防塵シートを張る。

①張替え部と漣全部の縁を切るためダイヤモンドカッタ等を用いて張替

え部の周辺を切断する。

② 張替え部のタイル及ひモルタルを撤去する。

え工法の場合

• ひび割れ・欠損や張付けモルタルの厚さによリ選定した接着張付け材
料（ポリマーセメントモルタル又は外装タイル張•)用接着剤）に応じて
下地面を調翌する。

ポリマーセ尤ノトモルタルを使用する場合GI用：参考文献2)
①張替え下地面の水湿し又は吸水詞整材の塗布を行う。

Rポリマーセメントモルタルを製造所の仕様によリ調合し、均ーになるま

で混練リする。混ぜる量は、1回の張付け面積分とする。

R 張替え下地面とタイル衷面の両面にボリマーセメントモルタルを塗り付

け、 タイルを張リ付ける。

④タイル目地詰めは、タイル張，）完了後、24時間以上の養生を行った後
に目地ごて；ゴムごて等を用いて目地モルタルを塗り込む。小□タイル
以上の大きさの場合は，更に目地ごて査用いて仕上げる。目地深さは
タイル厚の1./2以内とする。

外装壁タイル接着剤張りの接着秤控使用する場合侶l用：参考文献2)
① 張替え下地面を良く乾燥させる。

② 接着剤は容器から取り出して直ちに使用する。

R張習え下地面に接着剤を途布し、タイルを張リ付ける。

④タイル目地詰めは；「ポリマーセメントモルタルを伎用する場合」のRと

同様とする。

6へ 21
•ー・ ．．．．．．．．．．． ．． ． ．．．．． ・ 

出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

（セメントモルタル張りタイル下地）の場合（＊1)
①下地モルタルの面は、木ごて押さえとするなど、 タイル張り工法の仕棟

に適する仕上げとする。（参考参考文猷2)

②タイル張リに先立ち` 下地モルタルに適度に水湿し叉は吸水調翌材塗
布を行う。ただし、改艮積上げ張リの場合、吸水詞翌材の益布は行わ

ない。（引用：参考文猷2)

吸水詢翌材近り（引用：参考文猷4)

③モルタルの練混ぜは、原則として機椛練リとする。1回の練混ぜ量lま、

6吟以内に張り終える量とする。（引用：参考文猷2)

混練り（引用：参考文猷4)

密着張りの場合01用参考文猷2)
①張付けモルタルは2層に分けて塗リ付けるものとし、1層目はこて圧を
かけて途り付ける。張付けモルタル(J)1回の塗付け面積の限度は2rrf

以下とし、かつ、20分以内に張り終える面積とする。

しごき益')(引用：参考文猷4) 上塗')(引用：参考文猷4) 22 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

(22) 
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②張付け順序は、目地習I|')に基づいて水糸を引き通し、窓、出入0回

リ、隅、角等の役物を先に行う。
③ 張付けは、張付けモルタルの鯰付け後、直ちにタイルをモルタルに押

し当て、タイル張リ用振動槻（ヴィブラート）を用い、タイル表面に捩動

を与え、張付けモルタルがタイル衷面全面に回）、更にタイル周辺か
らモルタルがはみ出すまで振動様を移勁させながら、目違いのないよ

う通りよく張リ付ける◇

タイル張付け（引用：参考文猷4)

④ 化粧目地は、次による。

・タイル張付け後、2品寺問以上を経過したのち、張付けモルタ）囚）硬

貨を見計らって、目地詰1J）を行う。

・目地の深さは、タイル厚さの1/2以下とする．
・目地詰めに先立ち、タイル面及び目地部分の清掃を行い、必要1こ

応じて目地部分の水湿しを行う。

・目地詰め後、モルタルの硬貨を見計らい、目地ごて等で仕上げる。

目地直し（引用：参考文献4)
モザイクタイル張リの場合

①張付けモルタルは2層に分けて塗り付けるものとし、 1層目はこて圧を
かけて捻リ付け弘張付けモルタルの1回の塗付け面積の限度は3吋

以下とし、かつ、 20分以内に張リ終える面積とする。（引用：参考文猷

2) 

しごき響（引用：参考文猷4) 上溢')(引用：参考文猷4) 23 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

②張付けモルタルを塗リ付けたのち、タイルを張リ付け、縦横及び目地

幅の通りをそろえ、 適切な方法で目地部分に張付けモルタルが盛•）上

がるまでたたき締める。タイル張継ぎ部分の張付けモルタルは、除去

し塗リ直す。 （引用：参考文猷2)

タイル張付け（引用：参考文猷4)

⑪表張リ紙の紙はがしは、張付1ナ後、時期を見計らって水湿しをして紙

をはがし、著しい配列の乱れがある場合は、タイルの蔀列を直す。（引

用：参考文猷2)

表張l9)はがし（引用：参考文献4)

④化粧目地は、すリ込み目地とするほかは、次 による。

・タイル張付け後、 2品寺間以上を経過したのち、張付けモルタルの硬

貨を見計らって、目地詰めを行う。

・目地の深さは、タイル厚さ(])1/2以下とする。

・目地詰めに先立ち、タイル面及び目地部分の清掃を行い、必要に

応じて目地部分の水湿しを行う。（引用：参考文猷2)

24 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター
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①下地コンクリート表面の仕上がリ状態は、 目違い、 不陸等のきわめて

少ない良好な面とする．（参考：参考文猷2)

R 下地調楚塗材CM-2を塗布する。（参考：参考文猷2)

R タイル要）下地面は、金ごて押さえとするなど、タイル接着剤張1)工法

の仕様に適する仕上げとする。（参考：参考文猷2)

④タイルの張付けにあたって、下地モルタルに水湿し、吸水調整材の塗

布は行わない。（引用：参考文猷2)

① 接着剤1ま、外装壁タイル張，）用有槻系接着剤（JISA5557)により、一

液反応硬化形変威ジリコーン樹脂系またはウレタン樹脂系を用いる。

（参考：参考文猷2)(>1<2)

・目地詰めを行わない場合は、耐候性及び耐汚染性を有するものを

用いる．（参考：参考文猷2)

工法は以下のとおリとする。（引用：参考文猷2)

R有槻系接着剤の1回の塗布面積の限度は、30分以内に張り終える面

稽とする。

接着剤の準備（引用：参考文猷4)

R有槻系接着剤は金ごて等を用いて平たんに塗布したのち、所定のくし

目ごてを用いて壁面に60°の角度を保ってくし目を立てる。

25 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料築」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

喪あしのあるタイルを用い、くし目を立てて有視系接著剤を益り付けて

張リ付ける場合は、 喪あしに対して直交又は斜め方向にくし目を立て

る。有槻系接着剤を乎たんに益り付ける場合は，一度くし目を立てた
のちに金ごてを用いて乎たんに均す。ただし， 目地幡が3mm以下の
空目地の場合は、くし目状態のままとする。

平ならし（引用：参考文猷4)

④ 目地割り1こ墨づいて水糸を引き通し、甚準となる定規張リを行い、縦
横目地引き通しに注意しながら張り上げる。

R1枚張リの場合は、手でもみ込んだのち、たたき板、タイル張リに用い
る）9ンマーでたたき押えるか、又は振動工具を用いて加振して張り付
ける。また，ユニットタイル張りの場合は，全面を軽くたたきながら目地

の通リを手直しを行い，たたき板で己着させる。

R化粧目地を詰める場合は、次による。

ァ． タイル張付け後、 24時間以上経過し、接着剤が硬化していること

を確認した後、目地詰めを行う。
ィ， 目地材が適度に硬化した時を見計らい、 目地ごてを用いて所定

の形状及び深さに仕上げる。

囀,..”‘ • 一 ··· ••• •• • ▼鴫

①目地モルタルの養生を行う。タイル表面に付着した余分なモルタルは

ぬぐい取リ十分滑掃する。

(24) 
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はく離なしの状態 はく離が生じる吝層間の例

タイル張りのはく離の例（Chord作成）

・タイル部分張替え工法は、①タイル陶片又はタイル張り仕上げの張付けモルタルからのはく
落欠揖部、②浮きのうち、 通常レベルの打撃力によってはく落するおそれのあるタイル陶片
叉は張付けモルタ｝・レからの浮さ部除去部分,Rひび割れ周囲のタイル陶片又l;t張付けモル
タルカモの浮き部除去部分及び④タイル陶片のひび割れのうち幅0.2mrn以上のひび割れ
部除去部分1こ、タイル張り仕上げをする攻i名に適する。（引用：参考文猷3)
タイル張替え工法1な、タイルが下地モルタル部分をともなっては＜離し通常レベルの打繋力

ではく落する浮きや欠揖の場合叉は、下地構追体コンクリート部分をともなってはく離し通常
レペルの打撃力ではく落する浮きや欠揖の場合叉1;J:、ひび割れの改修等で下地モルタルを
散去した湯合等の比較的深．＼欠損部分の改修に適する。（引用；参考刃藍）
・コンクリート表面にひび割れが生じてい蕊g合は、．「相脂注入工法(RC冶G-2-301)又は
「Uカットシール材充填工法(fild告G-2...;302)」を参照し、補移する．（参考：参考文猷2)

*1全面的に張替える場合は、適切なタイル張リエ法を適用する。また、伸緒詢翌目地及びひび
割れ誘発目地を適切な問壊に細ナて、タイル仕上げ面に生じるひずみ（乾蛭及び湿濶 溢
度変化、地蛍等の外力による変形）の彩苔を軽澱する必要がある、（参考：参考文献3)

*2有穂系接着剤によるタイル張リエ法に用いるタイルは、原則として接著剤張り専用タイルと
する。（参考：参考文猷6)
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① よい例 ⑰ 悪い例

垂直伸籟関整目地の例 垂直目地

垂直方向妍卑搭調翌目地の伊K引用：参考文猷3)

*3傾斜した外埜1こ防水層を設けた場合に、防水暦の上に勃理的固定悪しに下地モルタルを作
成すると、防水層との界面ではく離I訳落を起こすこ己があ・る。（引用：参考文猷7)傾斜し
た外壁に防水層を投1ナタイル張リとする場合の例を以下に示す。 27 

出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

*3傾斜した外壁1こ防水層を設けた場合に、防水層の上に物理的固定無しに下地モルタルを作
成すると、防水層との界面ではく離・はく落を起こすことがある。（引用：参考文猷7)傾斜し

た外壁1こ防水層を設けタイル張りとする場合の例を以下に示す。

張付I

ステンレスワイ
(,t,3雫 *100タ

モルタル

ンレスアンカー

＼ 防水層（メンブレン訪水）

防水層＋ビンネットによる機椀的固定補助によるタイル張リ

①躯体精度：躯体の精度が悪く多大なつけ送リを行うとはく離、はく落につながリやすいた

め十分注意する。

②ステンレスアンカー打込み：の12mm、@500mm程度を標準とする。

③防水層：下地の均しモルタルとの接着性が確認されているものとする。

④防水施工：ステンレスアンカー周辺は特に入念に行い、突き出たアンカーに20mm程度

防水を立ち上げるとともにシーリング材等で処理をする。

⑤防水範囲：斜壁の上下に連続して通常の壁がある場合は、その壁に100mm以 上防水

層を延長する。

R伸縮調整目地の設置：垂直方向、水平方向ともに2m以内、かつ水平方向打継ぎ位置

に必ず設ける。伸縮調登目地は、防水層位置まで達するように設ける。傾斜面と直交す

る面についても、できるだけ、傾斜線から20cm程度又はそれ以内に、傾斜線と平行に

伸縮調整目地を設ける。

傾斜した外壁をタイル張リとする場合の例（引用：参考文猷8一部加筆）

合］！醤
28 

出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

(25) 



29 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

臼！摂

Cエ認翌 0坪戸ち不旦令環同 C逗豆祉生 CT布手1切桝 0匹竺 C生む逗む

①注入□1寸アンカーピンニング部分エポキシ樹
脂注入工法（引用：参考文猷l一部加筆）

バ仁に
"”アン，，●●ビン

り ‘"'

乞シ桝

,. 
' I I: ・$ 

②注入口付アンカービンニ“ノ，グ全面エポキジ樹
脂注入工法（引用：参考文猷1一部加蓋）

・モルタルによるタイル張リ叉はモルタル
塗り仕上げの浮き部分を躯体コンク
リートに密着させるために、穿孔部分に
アンカー槻能と注入口を兼ね躙えた注
入口付アンカーピ` ノを挿入してエボキシ
樹脂を充填し、躯体と仕J:材を一体化
する工法である9. ―
・ア功 ーピジニングエ法に比ぺて、総穿
孔数を激らし、胆音が生じる時間守g
戚することができる，（参考：参考文献
2) 

・注入口付部分エポキシ柑脂活入工法．，
@)、注入口付全面エポキシ樹脂注入
工法（②〉、注入口付全面ポリマーセメ
ントスラリー注入工法（③）があり、」まく離
面積や浮き幅の程度によって使い分け
る。（＊1）

・外壁のひび割れ、＿欠損
(G-2) 

~ / ~ ~ ~ ., 

・ 往• 大梁· 小梁、・竺の配筋

方法の不艮
・コンタリートの打込み・締
固めの不良、，，蓑生の不

艮 ・
・工事中の一時的な過荷
重の積戟

• 1車縮i/ii整目地の入れ方
の不艮
•ひび割れ駐発目地の入
れ方の不良
・下地訊翌層の不良
・外壁仕上材等の達択・品

質不良蓑生不良
~ 一

・タイル張替定E法の採用が困難な場合

（応写タイルは式夕1ールが用意でざ¢
，： 古犀如 ..,,az=5ン＼9ぶ日ギ ぷ中土什

R注入口付アンカーピンニング全面ポ，！）マーセメ
ントスラリー注入工法（引用：参考文猷1-'-部
加奎）
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概念図（単位：mm)
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・タイル張替え工法の採用が困難な場合

（既存タイルと同じタイルが用意できな

い、 高層部で既存タイルの猜K去が困難
等）に適用可能な方法である。

・何れの工法も補修部分にひひ割れが

ないかすでに補脩された場合に限リ適

用する。

．何れも補脩lこより美観上の問題が生じ

ないことが確認された場合に限り適用
· — 
g o. 
各工法の過甲条件を以下の①～Rに

示す。（参考：参考文猷3)

① 注入口付部分エポキシ樹胆注入エ

法（※1):

王にはく離面積が0:2如f程度未

満、浮き代が1.0lllm程度未満の場合
に適用する。

R 注入□1寸全面エボキシ樹脂注入エ
法（※1):

王にはく離面積が0.2恥f程度以

上、浮き代が1.0皿程度以下の場合
に適用する。

＠ 注入口付全面ポリマーセメントスラ

リー注入工法・

主には俎器面積が0.25rf程度以

上、浮き代が1.0皿程度超の場合に

適用する。

・タイル張L)仕上げのタイル張リモルタル

層と下地モルタル層間及び下地モルタ

ルと構造体コンクリート間の浮きに適用

可能である。（引用：参考文猷3)

・タイルの張付け工法が、 積上げ張リエ

法や型枠先付け工法の場合、 モルタル

下地のない直張リエ法の場合には適用

できない。（参考：参考文猷3)

・タイルの浮きが陶片浮きの場合には適

用できない。（参考：参考文猷3)(※2)

・モルタル塗，）仕上げのモルタルと構追

体コンクリー日間の浮きに適用可能であ

る。（参考；参考文猷3)

①
 

①コンクリート用ドリルを用いて注入口付アンカービンを挿入する

ための穿孔を行う◇

．穿孔は、 注入口付アンカーピン外径よ')0.5ml程度太い直径
とし、堅面に対しに構造体コンクリートの中に20mm以上の深

さに達するまで行う。 ~I用 ：参考文猷2)
・穿孔深さは、使用する注入Di寸アンガービンの長さより5皿程

度涼くするが、注入口付アンカーピンの長さは構造体コンク
リートに少なくとも20mm入る長さとする。（引用：参考文猷3)

．穿孔位置がタイル陶片にかかる場合は、穿孔位置を近傍の

タイル目地部分につり合い芍泉ちながら移動する。（引用：参

考文献2)

②穿孔後、孔内をプラシ等で十分に清掃し、圧搾空気、吸引槻等

で接着の妨9我となる切粉等を除去するや（引用：参考文猷の

R穿孔内が湿潤伏態にある場合には、穿孔内の乾燥を待ってか
ら注入を行う。 （参考参考文献2)

図穿孔•清掃~lffi：参考文猷3)

(j)穿孔部の浮き代を確認する。（参考：参考文猷2)

・浮き代が異常に大きく、注入口付アンカービン固定用エポキシ

柑脂の標準充填皇の25mlでは安全性に栞表がある場合には

写前に注入量の増堡等を検討する。（参考：参考文猷3)

R注入口付アンカービンから注入するエボキシ樹胆は、建築補修
用左入エポキシ樹脂（JISA6024)の硬質形の高粘度形または

中序Ii歴形を原則とするが、 モルタルが著しく挙動すると思われ

る部分では、9欠質形の高粘度形または中粘度形を用いることも
検討する。(31用：参考文猷3)'
また、注入口付全面エポキシ柑指注入工；去における注入口か

31 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連貨料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

な！墨

形が望ましい。（参考：参考文献3)
R 注入口付アンカービン(※4)は、ステンレス網(SUS304)とし、
呼び径は外径6mmを標準とする．（参考：参考文献2)

④残存浮き部分の注入材1ま、 LOmm以下の浮き代の場合は原則
としてエポキシ柑胆とし、 1,om而を超える浮き代の場合はポリ

マーセメントスラリー(※5)とする。（参考：参考文献3)

①
 

図左入口付アンカーピスの打込み（引用：参考文献3)

① 注入居エポキシ樹指を手動式注入器を尾い、注入口よ'){余々
に充填する。（引用者考文猷2)
充填量は特記によるが、特記がなければ圧入口1箇所当たリ
25mlとする召l用：参考文献2)が、浮き代によって注入堡iま

異なるたの打者によリ注｝＼の範巨按：函認しながら井抒至1():m

以上を目安に注入を行う．（引用：参考文猷3)

図

32 
出典：「平成30年度版住宅紛争処理技術関連資料集」(2019年3月）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

(27) 
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①注入口の仕上げは、バテ状エボキジ樹脂（※6）等を用いる。表
面を途装しない場合は、バテが黄変しないか確認して材料を選

択する。（参考：参考文猷3)

②アンカーピン固定部は、夏期で158寺間程辰、冬期で24時間程
度1お衝撃を与えられないようにし、降雨等からも蓑生を行う。

（参考：参考文猷2)
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図穴埋め（引用：参考文猷3)

・エボキシ樹脂の注入1ま、当該残存浮き代が1.0mm程度以下の

場合に行う。

①テストハンマー等により残存浮き範囲を再確認し、残存浮さ部

分への注入口の位置をチョーク等でマーキングする。（引用：参

考文猷2)
・注入口の位置は原則として固定した注入口付アンカーピン相

互のほば中央部とずる。（参考：参考文猷2)
R注入口の穿孔は、注入口付アンカーピン固定部の硬化を1寺っ
て、マーキング位置に従って「3,注入口付アンカービン固定部

の穿孔」に準じて行う。たたし、穿孔は構造体コンクリート中に

約5mmの深さまで行う；（参考：参考文猷2)

③ 注入は手動式注入器を用い、残存浮き内に内圧がかからない

ように下部から上部へ、片端部から他端部へ、打診しながら残

存浮き部全面に注入する。（引用：参考文猷2)

④エポキシ樹脂注入部分は、注入後248寺間程度振動や衝撃を与
えないよう畏生を行う。（引用：参考文猷2)

・ボリマーセメントスラ！）ーの注入は、当該残存浮き幅が1.0mm

程度超の場合に行う。

①注入口の位置および穿孔1ま、「8．（残存浮き部分へのエポキシ
樹脂の注入）①②」に準じて行う。

②注入により、ポリマーセメントスラリーが流出するおそれのある

ひひ割れ、開□部、出隅部等は、ポリマーセ文Aトスラリー製造
所の仕様によリ確実にジールする。

・シール材は、適切な養生期間をとり、 タックフリーになるまで

指触しないまた、降雨等からも養生する。
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①注入部以外に付羞した材料は、適切な方法で除去し、：清掃す
る。（引用：＿参考文献2)
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合翌塁
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(*4)注入口付アンカーピンの品質基準は（社）建築研究振典協会から提案されている「注入口
付アンカーピンの品賃性能基準（2013年3月故訂）」（建築故修工事監理指針平成28年版
（上巻）（第1版第2刷）［p363~364])が参考にできる。呼び径は外径6mmを標準とするが、

モザイクタイルを使用した外壁などで6mm記）も小さい径のアンカービンを用いる場合に
は、上記の品質基準による45mm以上を用いる。
(※5)ポリマーセメントスラリーの品質基準は「浮き部注入用ポリマーセメントスラリーの品質基
準冥）」（建築改修工亭監理指針平成28年版（上巻）（第1版第2刷）［p360~361])が参考
にできる。
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・タイル陶片の浮き部分を下地モルタル（コンクリー
トに直張1）の場合はコンクリート）に密着させるた
めにタイルの中央部に穿孔し、この穿孔部分にア
ンカー機能と注入口を兼ね備えた注入口付アン
カービンを挿入して機披的に固定し、エポキシ樹
脂を充填して、下地と仕上材を一体化する工法で
ある。

・外壁のひび割れ、欠損(G-
2) 

・下地調登層の不良
・外壁仕上材等の選択・品質不
艮、養生不良

・タイル陶片の浮きに適用可能である。（参考：参考

文献2)
・小□タイル以上の比較的大きなタイルに適用し、
モザイクタイル等の小さなタイルの補修には適用
できない。（引用：参考文猷2)
・補修部分の外壁にひび割れがないか、又は補脩
された場合に限り適用できる。
・補修によ1)英観上の問題が生じないことが確認さ
れた場合に限リ適用するウ(※1)

注入口付アンカービン

化粧キャップ又は
工ボキシ樹尉系パテ材

浮きが生じたタイル悶片

工事概念図（chord作成）
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タイル剥離事件「和解による解決の留意点」

タイル剥離や浮きに関する相談が増えてきてい

ますが、私の経験では示談交渉で解決すること

や、訴訟の中で和解することが多く、判決になる

ことが少ないため、和解による解決をする場合の

留意点を整理してみました。

1 補修工事業者をどうするか

補修工事を当初の施工会社で行うか、賠償金を

得て別の業者に行わせるかという問題がありま

す。

タイルの浮きについては、一定程度は経年劣化

が生じることから、補修完了後に生じる不具合を

正確に予測することができません。また補修工事

は、「現に浮きが生じているタイルにエポキシ樹

脂を注入する」というような対処療法的な補修が

行われることが多く、完全に補修する（全面張り

替えやネットピンアンカーエ法に限られる）ケー

スが少ないのが現状です。

第三者の施工業者に、補修工事を依頼した場合

には、補修後に浮きや剥離が再発した場合の責任

が曖昧になることが考えられます。そのため、補

修工事は元施工業者に行わせるということが多く

なっています。逆に全面張り替えやネットピンア

ンカーエ法の場合には、別業者であっても、後日

問題が生じることは少ないと考えます。

2 補修方法

タイル剥離の事案では、建物所有者は、全面張

り替えを望まれることが多いのですが、現実的に

はタイルの浮き・剥離の原因を明確にすることが

困難であることから、現在浮きが生じていないタ

イル（瑕疵現象が生じていないタイル）について

も張り替えする必要があると裁判所が判断するこ

とは、難しいのが現状です。

現実問題としても、浮きが生じていないタイル

(30) 
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を削り取る際の振動・騒音・粉塵はかなり大きな

もので、仮に20％の浮き（通常の経年劣化よりも

かなり多い）がある場合でも80％の健全なタイル

を削り取ることが必要になるため、冷静な検討が

必要になります。

そのようなことから補修方法は、現に浮きが生

じているタイルに限られ、多くの事案では補修方

法は「アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入

工法」になってます。

また、タイルの浮きの範囲が一定の面積以上で

ある場合には、張り替えによる補修を行うことと

することが多いです。一定の面積としては、 0.25

rri (0.5m角相当）以上連続して浮きが生じてい

る場合としています。張り替えの場合は、接着剤

による施工が望ましいのですが、タイルに段差が

できるなどから、ポリマーセメントモルタルによ

る施工となる場合が多いです。

3 予防処置

タイルの浮き・剥離の事案で一番悩ましいの

が、現在浮きが生じていないタイルについての処

置です。浮き面積が多く 、剥離も生じているよう

な事案では、何らかの施工不良が生じていると類

推されるために、現在浮きが生じていないタイル

についても、数年後に大きな浮きが生じて剥離す

るのではないかとの疑念がどうしても残ってしま

います。

しかしながら、現在浮きが生じていないタイル

については隙間がないことから、エポキシ樹脂の

注入も行うことができません。

最大の予防処置は全面張り替えやネッットピン

アンカーエ法による施工になりますが、現実的に

はこれらの合意は難しいことから、別の方法で剥

離の予防処置を行うことを和解内容とすることが

あります（浮きの予防処置ではありません）。



具体的には 1国当たり 5本程度のアンカーピン

を目地部分に施工した上で、エポキシ樹脂をピン

周辺に注入することで、大面積でのタイル落下を

予防するという施工になります。その場合、躯体

に振動を与えないために、無振動ドリルにより施

工することを定めておく必要があります。

和解で予防処置を行わせることが難しい場合に

は、管理組合側の費用で足場やゴンドラを無償も

しくは安価で利用しながら施工するという方法も

考えられます（別途足場を組むよりは遥かに安価

に施工できます）。

4 工事監理

建物所有者の感情としては、補修工事を当初の

施工会社で行うことは、受け入れ難い点があり、

第三者がきちんと工事を確認する仕組みが欲しい

ということになります。その場合には、工事監理

者を選定して、和解する際の合意書にも工事監理

者を定義しておく必要があります。

実際には、調査等を行った設計事務所が、当該

建物の状況を良く把握していることから、工事監

理者となることが考えられます。

5 費用負担

調査や交渉に要した費用 （弁護士費用など）を

分譲会社や施工会社の負担とする合意を行うこと

もあります。

また、上記の工事監理費用を求めることも多い

です。
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これらの費用については、将来分 (1年点検時

の費用）なども一括解決時に管理組合に支払うよ

うにして、分譲会社等から直接弁護士、建築士に

支払いをしないようにすることが必要と考えてい

ます。

6 保証

補修工事を行った以降の保証についても決めて

おく必要があります。例えば、 1年後、 3年後に

外壁の打診調査を行い、 一定以上の面積の浮きが

生じている場合には無償で補修を行うなどの取り

決めを行います。その際には、補修方法も決めて

おくことが望ましいです。

しかしながら、瑕疵補修工事を行い、さらに保

証をつけるということは、施工者側の抵抗が大き

いのが現状です。例えば、数年後に行われる大規

模修繕工事の際に0％以上の浮きがあれば、その

補修費用分を負担する（せめて誠実に協議を行

う）などとの取り決めを行うことも可能と思われ

ます。

7 補修工事時期

補修工事が大規模修繕時期と近い場合には、足

場等の共通仮設費用を按分しながら、大規模修繕

工事も元施工会社に依頼して、タイル瑕疵補修工

と大規模修繕工事を同時に行うという和解を

行ったこともあります。その場合には、大規模修

繕工事については特命発注になるため、費用の比

較ができません。ですので、適切な単価での発注

になっているかの確認を行う必要があります。



マンション共用部分の瑕疵に関する
請求の主体についての法的課題

I 問題点の所在

もし、我々が購入したマンションのベランダに

出た際に、外壁のタイルに亀裂が入っていたり、

或る部分一帯にタイルの浮き等が生じていること

に気づいたとしたら、そして、これらのタイルが

落下して通行人を直撃するようなことを想像した

場合に、 一体どのような行動をとるであろうか。

① 「居室内のことではないから自分には関係な

い。」と、そのまま放置するだろうか？

② 「大事に至る前に至急に対処しなければなら

ない。」と考えて、管理組合の理事長が「管理

者」であることを認識し、理事長に緊急連絡を

とるであろうか。

③ あるいは、「自分のベランダの壁は自分自身

で解決すべきだ。」と考えて修理を依頼するで

あろうか。

おそらく、①～③の行動をとる人たちは殆どい

ないのではなかろうか。むしろ、多くの区分所有

者は、「共用部分であるから管理組合がやるべき

ことである。」と考え、また、「管理組合とは管理

会社のことである。」と認識し、管理室の窓口に

詰めている管理会社の管理員に連絡をとったり、

管理会社に修繕請求をするように求めるといった

行動をとるのではなかろうか。

マンションをめぐる法律問題は、これらの行動

にみられるように、マンション購入者の認識と法

整備されたマンション法制との間の大きな甑甑に

原因があると思われ、また、この乖離の原因はマ

ンション法制の複雑さにある。そして、マンショ
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ン紛争にかかる裁判所の判断も、理論的な法解釈

と形式的な法適用にとどまるために、マンション

管理の現状を一層に解決困難な状態に導く場合も

ある。

そこで、本報告では、制度としてのマンション

法制の問題点の所在を中心に、本テーマを解説し

たいと考える。

II マンション居住における権利・義務関係

(1) マンション購入によって取得する権利・義

務関係の内容

マンションを購入した際、戸建購入と同様に、

専有部分については単独所有権を取得し、加え

て、専有部分を物理的に構成している建物の共用

部分の所有権の共有持分や敷地の所有権（あるい

は利用権）の共有持分（あるいは準共有持分）も

取得する。

したがって、専有部分の所有権は他の専有部分

の所有権と独立しているとはいえ、共用部分の維

持管理によって当該専有部分が存続でき得る関係

にあることから、専有部分の所有者間には、共同

で共用部分を維持管理する責務が発生する。その

結果、戸建とは異なり、専有部分の所有権につい

て、その使用方法について共用部分等の維持管理

の目的のために一定の制限を受けることになる。

これらは、集団居住による住環境についての制限

とは異なるものである。

民法制定当初から、所有権の相隣関係規定と並

んで、一定の制限を受けた特別の所有権として、

区分所有権は観念されていたが、ただ、民法旧



208条に「数人ニテー棟の建物ヲ区分シ各其一部

ヲ所有スルトキハ建物及ヒ其附属物ノ共用部分ハ

其共有二属スルモノト推定ス (1項）、共用部分

ノ修繕費其他ノ負担ハ各自ノ所有部分ノ価格二応

シテ之ヲ分割ス (2項）」と、民法旧257条「前条

ノ規定（共有物の分割請求）ハ第208条及ヒ第229

条二掲ケタル共有物ニハ之ヲ適用セス」との、僅

かに 2条のみが置かれていただけである。

その後、これらの区分所有権に関する規定は、

昭和37年に「建物の区分所有等に関する法律」

（以下「法」という 。）として特別法となるが、同

法の各規定の具体的内容は、区分所有建物の共用

部分等についての管理に関するものであり、各区

分所有者の「専有部分の所有権の内容」や「共用

部分等の所有権の共有持分の内容」についての詳

細な規定が設けられないため、それらは民法の所

有権に立ち返っての理解が求められることにな

る。

昭和57年改正法3条では、区分所有者等は、こ

の共用部分の維持管理のために、区分所有者全員

で管理のための団体の構成すると規定されるが、

同規定によって団体が管理主体になることを目的

としたものではなく、あくまで区分所有者全員に

よる共同管理を円滑にさせる手段としての規定で

ある。同団体は、団体の管理規約を制定し、集会

を開催できることで、合意形成を円滑にし、規約

自治を実践できるように図るものである。

さらに、民法の共有関係における共有物の管理

における原則を一定範囲で変更して合意形成がよ

り達成できやすいように制度変更を加えるもので

あり、この点は現行規定でも何ら変わることはな

い。

(2) 管理主体

① 全区分所有者の管理と全区分所有者の団体管

理との相違と管理者管理の意義

では、この共用部分等の管理主体とは一体誰な

のか。

各区分所有者全員の管理という場合と、全区分

所有者を構成員とする団体管理というのでは、法

律上の意義が大きく異なる。前述のように法3条
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は団体の当然設立を規定してるが、あくまで、管

理主体は各区分所有者全員を前提として、その合

意形成の円滑化を図る組織を構成するものにすぎ

ない。また、法3条の団体は組織されても、規約

の制定や集会の開催や代表機関の設置等は不可欠

な条件ではないので、団体が必ずしも権利能力な

き社団の要件を有しているとも限らない。

そこで、実体法の管理主体を各区分所有者とし

た上で、各区分所有者全員による一元的（合ー的）

管理を実現するために、全員からの代理人である

「管理者による管理」を行うことができる旨を定

めている。同規定が定められている理由は、各区

分所有者の各別的な管理行為から生じる不都合を

排除するため、各区分所有者が有する実体権を代

理人である管理者に、全員から委ねて一元的な管

理行為の遂行を実現しようとするものであるが、

管理内容についての意思決定は集会による多数決

を原則とするものである。

したがって、管理者が代理できる範囲は、自ず

から共用部分等の維持管理に関わる事項及び、規

約に定められた事項、集会決議での可決事項の実

施に関わるものに限定されることになる。

② 権利能力なき社団たる管理組合と管理組合法

人

法人登記をしていなくても、その社会的実在性

が認められる団体については、一定の判断要件

（団体自治規範を有して団体の存在目的がそこに

明記され、団体意思を多数決原理で決定して同意

思の実現を代表機関を通じて行ない、構成員の変

更にも拘わらず、団体の社会的実在性に何ら影響

が生じない）のもとに、いわゆる「権利能力なき

社団」として法的に扱われる。標準管理規約を参

考とした管理規約に基づき団体自治を行うマン

ション管理組合の多くは、権利能力なき社団性を

有しているため、このようなマンション管理組合

については、管理組合自身に訴訟法上の当事者能

力が認められるため、管理者を訴訟担当者として

の訴訟以外に、マンション管理組合を当事者とし

た訴訟も認められることになる（ただし、当事者

適格が認められるか否かは別の問題であるので、

当該訴訟物との関係で定まるため、実体権の行使



ができないような場合には認められない。）。

そして、この権利能力なき社団がマンション管

理組合法人として法人成りした場合には、管理組

合としての実態は変更していないにも拘わらず、

管理者管理を採用する区分所有法制においては、

管理組合法人は、あくまで管理者に代わる地位を

有することとなる。

したがって、各区分所有者全員の代理人として

の管理にあっては、管理者管理から管理組合法人

管理となり、また、団体管理にあっては、権利能

力なき社団たる管理組合管理から管理組合法人管

理となり、とりわけ管理組合法人の場合には、各

区分所有者全員の代理人たる地位と自らが団体管

理の主体たる二つの側面を有することになるので

ある。

(3) 帰属主体と管理主体

区分所有法は、あくまで共有関係における共有

物の管理規範の修正規定として位置づけられるた

め、マンション管理の現場での要請が強い団体自

治とは、その制度の構成が異なるものである。こ

の点を財産の帰属という観点から捉え直した場合

に、マンション管理組合が権利能力なき社団であ

るとされても、マンション管理組合自身に総有的

に帰属する財産は殆どなく、入会団体のような組

織とは大きく異なるものである。一元的な管理の

都合上、単独所有権や狭義の共有関係に比較して

様々な制約を受けているものに過ぎない点が見逃

されがちである。

共用部分等の共有関係において分割請求が禁止

されている点が強調される場合があるが、区分所

有法では、所有者団体による、共用部分等の維

持・管理を永続的に遂行することを想定され、建

替えを目的とする建物の解体によって団体は消滅

せず、民法の土地の共有者関係にはならないよう

に、建替え行為を修繕行為の延長にある管理行為

として捉えて団体の存続・継続性を図る必要性が

あった（なお、現行法制では、「マンションの建

替え等の円滑化に関する法律」の制定によって、

建替え決議後に設立される「マンション建替組合

法人」と建替え決議を行った従前のマンション管
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理組合との法主体の継続性は、厳密には切断され

ている。）。

このような場面にみられる団体性の規定が、管

理組合の団体法理の優先的理解を一層強めている

ものと思われるが、 1専有部分の所有権の運命が

連動している点、 2団体管理に服していても、共

用部分は団体に総有的に帰属しているわけではな

く、各共有者全員に属するものである点とその運

命の決定である点から、共有財産の団体的管理の

要請のみのアプローチでは、法的紛争解決の道は

困難ではないかと思われる。

この点は、区分所有法が帰属主体と管理主体を

峻別している点からもうかがわれる。円滑的な管

理のために、建物の構造上定まる専有部分及び法

定共用部分（一部共用部分も含む）の区別及び帰

属の別が規定されるが、共用部分の管理主体につ

いては利害関係との関係で定まり、また、規約に

別段の定めを設ければ管理主体を変更することが

できる旨も規定されている。

また、マンション標準管理規約では、計画修繕

工事（特に大規模修繕工事では足場が組まれるな

ど）において、たとえ専有部分であっても共用部

分と一体的な工事を行うことが経済的、効率的な

場合には、管理組合の管理行為としてそれらのエ

事を実施することができる旨の規定を設けること

ができるとされる。

しかし、これによって専有部分の帰属主体が変

更されるわけではないため、その費用負担は当該

専有部分の区分所有者にある。同様に、各区分所

有者全員の財産として、あらかじめその目的を建

物の計画修繕における修繕費用の積み立てと明示

して、代理人として受領、管理している「修繕積

立金」を、多数決によって自由に取り崩して、目

的外支出が許されることとはならないのは当然で

ある。

これらの内在的な制限についての問題は、マン

ション管理の現場で団体自治の自由や共同の利益

の解釈が誤解されている場合もよく聞かれる点で

ある。



(4)物権的請求権と債権的請求権と物権的請求

権と表裏一体の債権的請求権

① 各区分所有者は、共用部分等に関して共有関

係にあるため、共有物の保存行為については、

物権的請求権の単独行使が可能であるが、規約

や決議で単独行使が制限されている場合には、

団体的行使のみが求められる。

② 他方、契約関係においては、請求主体は当該

契約当事者であるため、団体的行使や一元的行

使をするためには、契約当事者が団体（または

団体代表者）である場合か、全員から代理権を

授与され、かつ全員の契約を一つの契約として

行使できる場合か、規約や決議で個別行使が制

限されている場合に限られる。

③ 問題は、①、②以外に各区分所有者の個別契

約から発生する債権的請求権であっても、その

請求権の目的が共用部分の維持管理を実現する

ためのものであり、共用部分の管理と密接不可

分な請求権については、当該請求権の性質決定

として一元的行使の必要性が求めら、個別行使

は認められないことになるのか否かである。

法26条2項に規定される金銭債権については、

そのような要請を立法的に解決させる意義を持

つ。

皿 法26条2項に規定される請求権の性質

1 法26条の規定（抜粋）

第26条 1項 管理者は、共用部分並びに第21条

に規定する場合における当該建物の敷地及び附属

施設（次項及び第47条第6項において「共用部分

等」という。）を保存し、集会の決議を実行し、

並びに規約で定めた行為をする権利を有し、義務

を負う。

同条2項 管理者は、その職務に関し、区分所

有者を代理する。第18条第4項（第21条において

準用する場合を含む。）の規定による損害保険契

約に基づく保険金額並びに共用部分等について生

じた損害賠償金及び不当利得による返還金の請求

及び受領についても、同様とする。

同条4項 管理者は、規約又は集会の決議によ

り、その職務（第 2項後段に規定する事項を含
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む。）に関し、区分所有者のために、＿＿原告又は被

告となることができる。

2 法26条をめぐる判例の検討

(1) 不当利得返還請求権の性質

【最判平成27年 9月18日 （不当利得返還請求事

件：平成25年（受）第843号）民集69巻6号1711

頁】

1 事案の概要

マンションの区分所有者の 1人であるx（上告
人）が、同マンションの区分所有者であるY （被

上告人）に対し、不当利得返還請求権に基づき、

Yが本件マンションの共用部分を第三者に賃貸し

て得た賃料のうち共用部分に係るXの持分割合相

当額の金員及びこれに対する遅延損害金の支払を

求める事案である。

① 平成 9年5月、 YはAとの間で、本件マン

ションのうちYの専有部分並びに共用部分であ

る塔屋及び外壁等を、賃料を月額28万2000円と

定めて賃貸する旨の賃貸借契約（以下「本件賃

貸借契約」という。）を締結した。本件賃貸借

契約はAの携帯電話基地局を設置する目的で締

結されたものであり、アンテナを制御するため

の機器等はYの専有部分に、アンテナの支柱、

ケーブルの配管部分等は共用部分にそれぞれ設

置された。本件賃貸借契約の賃料のうち共用部

分の使用の対価に相当する部分は月額12万2000

円である。

② 本件マンションの管理規約には次のような定

めがある。

・規約 9条1項「各住戸及び事務所に接する共用

部分であるバルコニーについては、各バルコ

ニーに接する建物部分の区分所有者に無償で

（規約12条1項の管理等の費用を除く。）専用さ

せることができる。」

・規約 9条2項「塔屋、外壁及びパイプシャフト

の一部については、事務所所有の区分所有者に

対し、事務所用冷却塔及び店舗・事務所用袖看

板等の設置のため、無償で使用させることがで

きる。」

・規約12条1項「区分所有者が無償で使用する 9



条1項・ 2の項部分の修理、保守及び管理の費

用は、各使用者が負担し、その他の共用部分の

修理、保守及び管理は、管理者において行い、

その費用負担は他の条項の定めによる。」

③ 原審では、 Yは規約 9条2項本文の事務所所

有の区分所有者に該当するが、アンテナの支

柱、ケーブルの配管部分等はこの定めにいう事

務所用冷却塔及び店舗・事務所用袖看板等に当

たらないため、 Yは、本件賃貸借契約に基づき

共用部分を第三者に賃貸して賃料を得たことに

より、法律上の原因なく Xの持分割合相当額の

利益を受け、そのためにXに損失を及ぼしたこ

とになり、同額について不当利得が成立すると

しながらも、「区分所有建物の共用部分の管理

は団体的規制に服するから、本件マンションの

区分所有者であるからといってXが不当利得返

還請求権を行使する余地はない」として、 Xの

請求を棄却したので、 Xが上告。

2 裁判所の判断

「一部の区分所有者が共用部分を第三者に賃貸

して得た賃料のうち各区分所有者の持分割合に相

当する部分につき生ずる不当利得返還請求権は各

区分所有者に帰属するから、各区分所有者は、原

則として、上記請求権を行使することができるも

のと解するのが相当である。」

「他方において、建物の区分所有等に関する法

律は、区分所有者が、全員で、建物並びにその敷

地及び附属施設の管理を行うための団体 （区分所

有者の団体）を構成する旨を規定し (2条前段）、

この団体の意思決定機関としての集会の招集手続

並びに決議の方法及び効力等や、この団体の自治

的規範としての規約の設定の手続及び効力等を規

定している （第 1章第 5節）。また、同法18条 1

項本文及び2項は、区分所有者に建物の区分所有

という共同の目的があり、この共同目的達成の手

段として共用部分が区分所有者全員の共有に属す

るものとされているという特殊性に鑑みて、共用

部分の管理に関する事項は集会の決議で決する

か、又は規約で定めをする旨を規定し、共用部分

の管理を団体的規制に服させている。そして、共

用部分を第三者に賃貸することは共用部分の管理
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に関する事項に当たるところ、上記請求権は、共

用部分の第三者に対する賃貸による収益を得るこ

とができなかったという区分所有者の損失を回復

するためのものであるから、共用部分の管理と密

接に関連するものであるといえる。」

「そうすると、区分所有者の団体は、区分所有

者の団体のみが上記請求権を行使することができ

る旨を集会で決議し、又は規約で定めることがで

きるものと解される。そして、上記の集会の決議

又は規約の定めがある場合には、各区分所有者

は、上記請求権を行使することができないものと

解するのが相当である。」

「そして、共用部分の管理を団体的規制に服さ

せている上記のような建物の区分所有等に関する

法律の趣旨に照らすと、区分所有者の団体の執行

機関である管理者が共用部分の管理を行い、共用

部分を使用させることができる旨の集会の決議又

は規約の定めがある場合には、上記の集会の決議

又は規約の定めは、区分所有者の団体のみが上記

請求権を行使することができる旨を含むものと解

される。」

「これを本件についてみると、本件マンション

の管理規約には、管理者が共用部分の管理を行

い、共用部分を特定の区分所有者に無償で使用さ

竺ることができる旨の定めがあり、この定めは、

区分所有者の団体のみが上記請求権を行使するこ

とができる旨を含むものと解すべきであるから、

Xは……不当利得返還請求権を行使することがで

きない。」とした。

3 検討

本件では、不当利得返還請求権の成立と当該請

求権が共有持分に応じて分割債権であることを原

審においても上告審においても認めている。しか

し、原審においては、①共用部分の管理が団体規

制に服することを根拠とし、上告審においては、

②団体のみが請求権を行使できる旨の規約や決議

が存在する場合には、個別行使は許されないと

し、本件マンションの規約 9条の解釈として、団

体のみが無償貸与権限をもっていると解されるこ

とを根拠にして、分割債権を前提にし、規約によ

る行使制限に基づく団体行使のみを認める判断を



行っている。

通常、規約に特段の定めがある場合とは、その

禁止の旨が記載された規約を有することを指す

が、原審及び上告審のいずれも、共用部分の管理

が団体管理に服しているという点から、共用部分

から生じる収益に対する不当利得返還の請求主体

は、管理組合にあるとの解釈が前提にあるように

うかがわれる。

このような解釈は、共用部分の瑕疵についての

修補請求及び修補に代わる損害賠償請求を考える

場合にも同様に解することができるものと考えら

れるはずである。しかし、後述する共用部分の瑕

疵について、売買契約にかかる売主の担保責任と

しての損害賠償請求権を行使する場合に、それら

を法26条の規定を根拠に、管理者をして請求する

場合には、分割債権を前提としたとしても、それ

らの団体的な権利行使を求めているのではなく、

各区分所有者全員からの代理権あるいは訴訟授権

に基づく管理者の権利行使の場面であるため、請

求主体が団体管理をしている管理組合にあるとす

る本件判例とは、その請求権の行使主体が異なっ

ている点が重要である。

(2) 共用部分の瑕疵担保請求権の性質

① 修補請求と損害賠償請求とを区別する不合理

性

共用部分の瑕疵に対して、請負契約の担保責任

に基づいて修補を求める請求は、団体的な管理行

為としての請求であるが、他方、瑕疵修補に代わ

る損害賠償請求や、売買契約の瑕疵担保責任に基

づく損害賠償請求については、それらは、管理行

為ではなく清算目的の金銭債権の請求であるから

分割債権として各区分所有者に帰属する権利であ

るとされる。裁判所の見解では、仮に損害賠償金

を請求（再調達）して管理組合が修補に使うと想

定されていても、それは事実に過ぎないとされる

が、それでは、法26条2項に、これらの金銭債権

（分割債権）を規定して、管理者を訴訟担当者と

して、一元的な請求権行使できるとした規定の意

味はどこにあるのであろうか。アフターサービス

基準や品確法に基づく請求権が、販売業者を介し

て分譲業者への修繕工事を求める ことを制度的に
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組み立てていることの意義を、このような法解釈

において反映されなくてよいものであろうか。

② 共用部分についての契約内容不適合責任を個

別契約から生じる請求権として分割行使を求め

る不合理性

契約内容不適合責任の判断は、特定物ドグマを

一部否定し、当事者が契約内容に求められるべき

本来の履行を特定物（不特定物の特定化も含め

て）の給付にも求めるものであり、主位的には合

意の合理的意思解釈、補充的に社会取引通念によ

るものとされるところ、共有持分しかもたない各

区分所有者に委ねて、個別に請求を行うことが、

各人が異なる請求内容を求めたり一部の者しか請

求しない場合には、共用部分の瑕疵の修補は実現

できないこととなる。したがって、共用部分の瑕

疵に係る請求についてこそ、管理者に一元的かつ

全体にわたる請求を求める制度解釈が求められる

ものであろう 。

③ 法26条2項の請求権について団体的行使を言忍

める見解

法26条2項の規定の根拠を、共有財産の性質に

求める l)合有説、 2)総有説、あるいは団体の

社会的実在性に求める 3)権利能力社団の行為

説、さらには 4)新田敏教授の見解とに分類でき

るところ、 4)では、共有財産の視点から、いわ

ゆる狭義の共有に求められている「解消のための

共有関係」と、分割請求を認めず管理の継続を規

定する「継続のための共有関係」との相違点に着

目して、団体による一元的な管理の必要性を提唱

される。

しかしながら、 4)説に立ったとしても、同説

は、実体法上の請求権に基礎を置くことから、少

なくとも前主からの請求権の移転が求められるこ

とになるため、売買の瑕疵担保責任に基づく損害

賠償請求権の移転を転得者が受けていない場合に

は、本判決と同様の結論が導かれる可能性が残る

のではないだろうか。

④ 個別契約から生じる請求権の承継の必要性

（本判決の見解）

本件判例では、弁論を分離した共同不法行為に

基づく損害賠償請求については、管理者の当事者



適格の有無を論じずに請求を棄却している点から

みると、法26条2項にかかる請求権の性質決定に

ついては、必ずしも分割債権の原則をとっていな

いのか、あるいは一元的行使の必要性を認めてい

るようにもうかがわれる。

むしろ、本判決では、売主の担保責任に基づく

損害賠償請求権が、 各区分所有者の個別契約を発

生原因である点にこだわっているものと考えられ

る。

⑤ 規約自治による請求権の分割行使の制限と請

求権の当然承継の必要性（私論）

法8条によれば、法7条についての債務を、当

該区分所有権の特定承継人に対して、独自の債務

として、滞納者の債務と併存的な債務引受けとし

て承継されるとする。その根拠は、法7条で発生

する債権は、共用部分の現在的価値に化体したと

して、その利益を享受していることがあげてい

る。とすれば、共用部分に瑕疵が生じている場合

には、売主の瑕疵修補請求権、瑕疵修補に代わる

損害賠償請求権、売買に基づく瑕疵担保責任に基

づく損害賠償請求権、これらの請求は、改正法下

では、いずれも契約内容として不適合な部分の追

完請求、あるいはそれに代わるものであり、瑕疵

部分が追完されないままに引き渡された場合に

は、これらの請求権は、たとえ契約関係から生じ

る請求権であると捉えても、共同不法行為の請求

主体と同様に、共用部分の瑕疵とともに、その請

求権者たる地位が当然に承継していると考える余

地があろう 。

また、前区分所有者の個別契約から生じる請求

権が、既に区分所有関係を形成することによって

規約自治の制約を受ける関係にあったことから、

その後の区分所有権の移転においても、そのよう

な制約を受けた請求権として、転得者に当然の承

継がなされていくとの解釈が求められるのではな

かろうか。

すなわち、共用部分については個別的な請求権

の行使や処分は、共用部分が瑕疵あるものとして

残存している限り、制限を受け続けるものと解さ

れるべきではなかろうか。このような制約は、分

割債権として各区分所有者が個別に有する債権で

(38) 

あることを前提に、「一元的行使の必要性」の要

請を定める規約自治によって制約されるものであ

る。したがって、例えば、管理者たる管理組合の

理事長等が権利行使を惜怠しているような場合

や、管理組合が管理の団体として機能していない

ような場合には、なお、個別の請求権行使の途が

閉ざされるべきではなく、請求権が総有的に団体

に帰属するというような法律構成にも問題を感じ

る。

なお、当然承継すべきであるとの提言は、平成

14年改正審議の中で、折田泰宏委員や山上知裕幹

事から、再三にわたって日弁連の意見が解説され

ているが、その当時は、その重要性が理解され得

ず改正に盛り込まれずに現行規定に至っている。

IV 法26条4項に規定される管理者の当事
者適格の意義

【東京地判平成28年 7月29日（損害賠償請求事

件：平27（ワ） 26740号）判例集未登載 （判例秘

書L0713397,LEX/DB25536804)】

地裁判決であるが、本テーマに大きく影響を与

えると思われる判例なので、以下に詳細に紹介し

たい。

1 事実の概要

① x （原告）は、本件マンション管理組合理事
長である。本件マンション管理組合理事長は、

その規約により、区分所有法における管理者と

定められている。

② 被告N社（以下「N」という 。）は、平成22

年9月17日に本件マンションを完成させた施工

会社である。

③ 本件マンションの各区分所有権は、被告Yl

社（以下「y1」という。）を売主、被告Y2

社（以下「Y2」という 。）を販売代理店とし

て販売された。

④ 平成23年3月11日、東北地方太平洋沖地震が

発生。

⑤ 平成24年末頃に全ての区分所有権（84戸）の

販売が完了した。

⑤ 本件マンションの各区分所有権の売買契約に



は、売主がアフターサービス規準に従って瑕疵

の修補等を行う旨の特約があり、これに基づ

き、平成24年 1月13日に 1年目の定期アフター

点検、同年12月11日に 2年目の定期アフター点

検が各実施された後、本件マンション管理組合

の求めにより、平成25年3月22日、 2年目の定

期アフター点検のやり直しが行われた。

⑦ 平成24年11月7日、 NはYlとの間で、本件

マンション北側外壁補修費用780万円（消費税

別）のうち、y1が260万円（同）、 Nが520万

円（同）を負担し、その補修工事を行うことを

確認し、平成25年5月16日までにこれを完了し

た。

⑧ 一部の区分所有者の変動

ところで、本件マンションは、本件口頭弁論終

結時までに、全84戸のうち 9戸の区分所有権が転

売されて区分所有者が変動しているが、当初の各

区分所有者から転得者たる各区分所有者に上記区

分所有権が転売された際、両者の間で当初の各区

分所有者の被告らに対する請求権を譲渡する旨の

合意はされていない。

⑨ 本件管理組合総会の授権決議

平成25年9月29日、本件管理組合は第2回臨時

総会を開催し、本件マンションの共用部分である

外壁に生じたタイル等の浮き、はく落、欠損及び

ひび割れ等につき、 N、Yl、Y2に対し、補修

及び損害の賠償等を求める訴訟を提起し、 Xにこ

の訴訟の訴訟追行権を付与する旨の決議（以下

「本件授権決議」という。）を行った。

⑩ 平成26年 6月26日から27日、同年 7月10日、

外観目視法及び打診法（ブランコ打診）による外

壁診断調査が実施され、タイル面に合計535枚、

西面 1階に0.07平方メートルの浮きがあることな

どが判明した。

⑪ 本件口頭弁論終結時における権利関係

本件訴訟が係属後本件口頭弁論終結時までに、

本件マンションの区分所有権につき、上記転売さ

れた 9戸の当初の各区分所有者10名中 8名は、 Y

1 （及びY2) との売買契約に基づき発生する一

切の請求権を当該区分所有権の買受人に譲渡した

ことを報告する書面を裁判所に提出したものの、

(39) 

残り 2名は同書面を提出されず、今後上記請求権

を上記区分所有者に譲渡する見込みも乏しい。

1) 原告の請求

① 主位的請求1 被告らがYlから本件各区分

所有権を譲り受けた者ら（以下「本件各買主」

という。）に対し、瑕疵のない建物を取得させ

るべき注意義務を怠り、本件マンションの共用

部分である外壁に瑕疵のある建物を本件各買主

に取得させたことにより、不法行為に基づき支

払義務を負う本件マンション外壁の補修費用相

当額である9170万2501円の損害賠償金及びこれ

に対する訴状送達の日の翌日である平成27年11

月8日から支払済みまで民法所定の年 5分の割

合による遅延損害金

② 主位的請求2 被告らが本件各買主に対し、

本件各区分所有権の売買契約の特約に基づき本

件マンションの瑕疵を修補すべき義務を負って

いるにもかかわらず、上記瑕疵を修補しないこ

とにより、債務不履行に基づき支払義務を負う

上記損害賠償金及びこれに対する上記遅延損害

金（主位的請求 1と選択的請求）

③ 予備的請求被告らが本件各買主に対し、本

件各区分所有権の売主としての瑕疵担保責任に

基づき支払義務を負う上記損害賠償金及びこれ

に対する上記遅延損害金

を請求した。

なお、 Xは、 Yl、Y2とともに、 Nも共同被

告として本件訴えを提起したが、 Yl、Y2の弁

論は分離され、 XのNに対する請求は別途審理さ

れ、タイルのひび割れは東日本大震災によるもの

であり、また、浮き等についても建物としての基

本的な安全性を欠くとはいえないとして請求は棄

却されている。

2) 当事者の主張（本案前の争点：原告適格に

ついて）

Xは、①本件管理組合は、本件授権決議により、

本件マンションの外壁に生じたタイル等の浮き、

はく落、欠損及びひび割れ等の瑕疵につき、 Yl、

Y2に対して損害賠償等を求める訴訟を追行する

権利を区分所有法上の管理者たる本件管理組合の

理事長に対して付与したため、 Xは、法26条4項



に基づき、本件訴えの原告適格を有する。

② 本件マンションにおいて、全84戸のうち 9戸

の区分所有権が転売され、当該区分所有権の転

得者は、当初の各区分所有者がYl、Y2に対

して有する各請求権（以下「本件各請求権」と

いう 。）を譲り受けていない。しかし、転得者

たる各区分所有者は、それぞれ、転売人である

当初の各区分所有者に対する瑕疵担保責任に基

づく損害賠償請求権を被保全債権として債権者

代位権 （民法423条 1項本文）を転用すること

により、本件各請求権を行使することができ

る。そうすると、管理者たる原告は、本件各請

求権につき、転得者たる各区分所有者を含めた

区分所有者全員を代理することができるから、

本件訴えの原告適格を有すると主張したのに対

して、

Yl、Y2は、 ①本件各買主の一部は区分所有

権を転売しているところ、本件管理組合の区分所

有者の全員を代理することができないから、法26

条4項に基づく訴訟追行権を有しているとはいえ

ず、本件各請求権に係る本件訴えの原告適格を有

しない。

② 本件において、転得者たる各区分所有者は、

被保全債権たる当初の各区分所有者に対する瑕

疵担保責任に基づく損害賠償請求権を個別に行

使することができ、上記被保全債権を保全する

方法が債権者代位権の転用以外に存在しないわ

けではなく、債権者代位権の転用を認めなけれ

ばならないような特段の事情はない。

また、区分所有法は、瑕疵担保責任に基づく損

害賠償請求権につき、区分所有権の転売によって

当然に転得者に承継されることとする法制度を採

用せず、債権者代位権の転用を認めると、転売人

の財産管理に対する不当な干渉となり、区分所有

法の上記趣旨に反することとなる、と主張した。

2 裁判所の判断（原告適格の有無）

「（ 1)ア 本件各請求権は、••…•本件マンショ

ンの共用部分である外壁に生じた瑕疵に関する損

害賠償請求権であり、区分所有法26条2項後段に

いう共用部分等について生じた損害賠償金の請求

(40) 

に当たる。したがって、本件管理組合管理者であ

る原告が、本件各請求権を代理行使することは、

管理者たる原告の職務に関するものである。

イ（ア ） しかし、•••••本件マンションの全84戸

のうち 9戸の区分所有権が転売され、その区分所

有者がそれぞれ変動しており、管理者たる原告

は、転売により区分所有者でなくなった当初の各

区分所有者を代理することはできない。また、

•…••本件各請求権は、 ①本件各買主が本件マン

ションの区分所有権の各売買契約の締結に関して

被告らから加えられた不法行為（主位的請求①）、

本件各買主が被告らとの間で上記各売買契約に付

随して締結した特約の債務不履行（主位的請求

②)、及び、上記各売買契約の売主である被告ら

が買主である本件各買主に対して負う瑕疵担保責

任（予備的請求）に基づく損害賠償請求権である

ところ、これらはいずれも被告らとの間で売買契

約又はこれに付随する特約を締結した本件各買主

に個別的に発生し帰属する請求権である。

転得者たる各区分所有者は、これらの請求権を

譲り受けない限り、被告らに対する本件各請求権

を有していないから、管理者たる原告が転得者た

る各区分所有者を代理して本件各請求権を行使す

ることはできない。 そして、本件では、••…•本件

マンションの区分所有者のうち少なくとも 2名に

ついては、上記請求権を譲り受けてはいない。

そこで、一部の区分所有者が共用部分等につい

て生じた損害賠償請求権等を有しておらず、管理

者が区分所有者全員の請求権を代理行使すること

ができない場合にも、区分所有法26条4項に基づ

き、管理者たる原告に区分所有者全員、あるいは、

権利を有している一部の区分所有者のための訴訟

追行権が認められるか否かが問題となる。

（イ）区分所有法26条4項は、管理者に区分所

有者のための訴訟追行権を認めているが、これ

は、①例えば管理組合が共用部分について第三者

と修繕契約の締結等の取引をした場合の第三者と

の法律関係や管理費の支払を各区分所有者に対し

て請求する場合の法律関係など、区分所有者全体

に団体的に帰属する法律関係について、管理組合

がいわゆる権利能力なき社団の要件を満たすか否



かにかかわらず、管理者による区分所有者全員の

ための訴訟追行を認めて一元的に法的解決を図る

のが適当であると考えられること、また、②共用

部分の共有持分権に基づく権利や共用部分につい

て生じた損害賠償請求権など、各区分所有者に権

利が帰属し、本来的には各区分所有者において行

使すべき権利についても、その権利に係る訴訟追

行の結果が区分所有者全員の権利に影響するもの

は、区分所有者全員を代理する立場にある管理者

が区分所有者全員のために訴訟追行することを認

めるのが、建物の適正な管理及び紛争の一元的解

決に資すると考えられることから、創設的に規定

されたものである。

また、管理者が規約又は集会の決議により原告

又は被告となった場合のその訴訟追行による判決

の効力は、勝訴、敗訴を問わず区分所有者全員に

及ぶところ（民事訴訟法115条 1項2号参照）、三

れは、共用部分等について生じた損害賠償請求権

等の実体的権利を有する区分所有者全員から管理

者に対し、規約又は集会の決議により訴訟追行権

限を授与されていることがその前提とされている

ものと解される。

以上述べたところによれば、区分所有法26条4

項の「区分所有者のために」とは「区分所有者全

員のために」と解釈すべきであり、本件のように

各区分所有者に個別的に発生し帰属する請求権に

係る訴えについては、区分所有者全員に当該請求

権がそれぞれ帰属し、管理者が区分所有者全員を

代理できる場合に限り、規約又は集会の決議によ

り、管理者が区分所有者全員（規約の設定又は集

会の決議における反対者を含む。） の利益のため

に訴訟追行をすることを認めたものと解するのが

相当である。

なお、このように解しても、共用部分について

生じた損害賠償請求権等が帰属する区分所有者

は、各自又は全員の名で訴訟を追行することがで

きるし、区分所有者のうちの一人又は数名が選定

当事者（民事訴訟法30条）となって訴訟追行する

こともできるから、管理者に区分所有者の一部の

者についても訴訟追行権を認めなければ上記区分

所有者の権利の実現が困難になるものではない。

(41) 

また、区分所有法26条2項後段によれば、管理者

は共用部分について生じた区分所有者の損害賠償

金等の請求等につき区分所有者の一部の者を代理

できるものと解されるが、同条4項による訴訟の

追行は、上記のとおり結果として区分所有者全員

に対する既判力を伴うものであり、訴訟外の代理

行為と同列に論じることはできない。」「本件にお

いては、…•••本件口頭弁論終結時において、本件

各請求権は本件マンションの区分所有者全員に帰

属してはおらず、管理者は、本件マンションの区

分所有者全員が本件各請求権を有することを前提

とする区分所有法26条4項の授権決議を得ていな

い。したがって、本件管理組合の管理者たる原告

が区分所有者全員を代理することはできないか

ら、原告は、本件各請求権に係る本件訴えの原告

適格を欠くといわざるを得ない。」

「(2)原告は、本件マンションにおいて区分所

有権が転売されて区分所有者が交替した 9戸につ

き、転得者たる各区分所有者は、被告らからの買

主である当初の各区分所有者に対する瑕疵担保責

任に基づく損害賠償請求権を被保全債権とする債

権者代位権（民法423条1項本文）の転用により、

当初の各区分所有者が被告らに対して有する本件

各請求権を行使することができ、管理者たる原告

は、転得者たる各区分所有者を含めた区分所有者

全員を代理することができるから、本件訴えの原

告適格を有すると主張する。」

「しかし、本件の被保全債権である上記請求権

は金銭債権であるから、これを被保全債権として

債権者代位権を行使するには、債務者の資力の有

無にかかわらず債務者の権利を行使することが当

該債権の保全に適切かつ必要というべき事情がな

い限り、債務者の無資力が要件となるというべき

であるところ、本件において、上記事情は認めら

れない。原告は、管理者による提訴が困難となる

ことなどを債権者代位権の転用を認めるべき必要

性として主張するが、当初の各区分所有者に資力

があれば、転得者たる各区分所有者は被保全債権

たる上記請求権を保全するために当初の各区分所

有者の被告に対する本件各請求権を行使する必要

はない。原告の上記主張は、被保全債権の保全の



必要性とは直接関係しない不都合をいうものにす

ぎず、これをもって債権者代位権の転用を認めな

ければならない上記事情に当たるということはで

きない。そうすると、転得者たる各区分所有者が

当初の各区分所有者に対する上記請求権を被保全

債権として債権者代位権を行使するためには、債

務者たる当初の各区分所有者が無資力であること

が必要であるところ、かかる事実を認めるに足り

る証拠はない。」

「また、仮に債権者代位権を行使するための上

記無資力要件を満たすとしても、債権者代位権行

使の効果は当然に債務者に帰属し、弁済された債

務は総債権者のための共同担保となるものであっ

て、債務者に属する権利が債権者に帰属すること

になるものではなく、また、それと同視できるも

のともいえない。そうすると、転得者たる各区分

所有権者は、債権者代位権の行使によって当初の

各区分所有者の被告らに対する本件各請求権の帰

属主体となるとはいえないから、本件各請求権に

つき、管理者たる原告が区分所有法26条2項後段

に基づいて転得者たる各区分所有者を代理するこ

とはできない。」とした。

3 検討

(1)法26条4項の訴訟授権の当事者が「全員の

ため」の解釈

① 「全員のために」の解釈

本判決では、当該請求権を有する区分所有者全

員からの授権が必要であるとするが、管理費滞納

者への訴訟担当においては、被告である当該滞納

者からの授権はなされていない。

そして、（法26条ではないが）法59条競売にお

いては、区分所有権を剥奪される者が生じるた

め、このような訴訟授権が認められている前提と

しての「全員のため」とは、後に、同部分を競落

して新区分所有者となる潜在的な区分所有関係を

有する者も含めて、当該建物「全体のため」に行

われているものである。

その他にも、借地上のマンションの場合に、賃

料不払による敷地利用権を持たない区分所有者が

生じた場合に、敷地利用権を構成する当該準共有

(42) 

持分部分は地権者のところへ帰属し、当該部分は

観念的に混同によって消えるのではなく、貸主へ

の専有部分の売渡請求権の行使によって、それと

一体化されて、新たな区分所有者へ分譲される過

程がある。

とすると、管理団体によって、建物及び共用郎

分の健全な維持管理がなされて、区分所有関係が

継続できるためにという実質が重要なのであり、

それをもって「全区分所有者のため」と解するべ

きであろう。したがって、個別契約に基づく請求

権を有する者全員のためというよりは、むしろ、

瑕疵修補請求あるいは瑕疵修補に代わる損賠賠償

請求が求められる者からの授権をもって「全員の

ため」と解する余地があり、その意味では現在の

区分所有者からの授権が求められるものであろ

う。この点については、現行法下では請求権の当

然承継がなされると構成できないか。また、改正

民法下では、契約内容不適合責任としての追完請

求及び追完に代わる損害賠償請求としての一元的

行使の要請により、転得者を含めた区分所有者か

らの管理者への訴訟授権が認められる余地は十分

にあるものと解する。

② 任意的訴訟担当と選定当事者との相違

法26条に基づく当事者適格の付与は、規約また

は総会決議に基づく任意的訴訟担当を許容するも

のであり、選定当事者制度とは異なり、決議に反

対する者についても判決効を及ぼすものである。

この点が共用部分の団体的管理に必要不可欠で

あり、この点にこそ同制度の重要な意味がある。

一部の区分所有者についてだけ判決効が及び、他

の者には及ばないことが、共用部分の管理を著し

＜阻害することになるため、本判決が他の方法と

して掲げる選定当事者では、およそ目的は達成で

きないものである。

さらに、選定当事者制度では、共同の利益を有

する者の間を前提とするために、管理者が第三者

の場合には、非専門家である建物区分所有者自身

の中から選定しなければならず、法26条4項によ

る訴訟担当制度を設けた意義を失うことにもな

る。



③ 請求権の移転を受けていない 2名の取扱

本件では2名が請求権の譲渡を受けていないこ

と、その者を除いた訴訟担当は認められない点が

強調されているが、仮にこの 2名が譲渡を受けて

決議に反対したとしても、管理者への訴訟担当へ

の決議に影響を与えない場合にあって、本件のよ

うな解釈によって、決議の効力そのものが否定さ

れることに合理性が認められるのであろうか。

④ 債権者代位権の転用の可否について

本判決では、債権者代位権の転用事例として、

他に方法がない場合 （保全の必要性の有無）に関

わらず、被保全債権が金銭債権の場合には無資力

要件が必要である点を示す。

しかし、 金銭債権が被保全債権の場合には転用

事例ではなく、ここに求められる被保全債権は、

共用部分の瑕疵を修繕するための損害賠償請求権

の一部である転売区分所有者の請求権部分であ

り、それは、管理者への訴訟授権をするための資

格として、それを有することが不可欠な地位であ

る点を裁判所自らが判断する一方で、この場面に

おいて無資力要件を求める意味が理解しがたい。

改正法では、債権者代位について、代位権の行

使要件として債務者が行使しないことを実体法上

の要件としつつ、代位権行使後の債務者の請求や

第三債務者の債務者への弁済を認める。その結

果、債権者代位訴訟においては、債権者の地位を

法定訴訟担当としながらも、なお債務者に当事者

適格が残り、債務は共同訴訟参加ができるとす

る。本件とは無関係であるが、 実体法と訴訟法の

峻別や、訴訟法の基本的理解を超えた自由な当事

者適格論がなされている現実に鑑みると、本件に

ついてみれば、法26条4項によって、管理者に訴

訟担当を求めて紛争解決をすべき当事者は誰なの

かの実体法的な実質を、より判断すべきであろ

う。（なお、伊豆隆義弁護士から、債権者代位の

転用による請求権者たる地位の保全構成について

は、通常、特約によって転売契約の中で（転得者

から転売人に対する）被保全請求権は、アフター

サービス基準や品確法のような長期の請求権では

なく、数年に制限されている場合が多く、そのよ

うな場合には、そもそも被保全債権が消滅してい

て代位構成そのものができない場合が多いのでは
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ないかとご示唆をいただいた。）

(2)建物として通常有すべき安全性を欠いた瑕

疵の場合

外壁の剥離・落下による隣接住民や通行人等の

危険性を考えると、建物が通常有すべき安全性を

欠いた建物であり、それらは契約上の責任追及と

ともに、共同不法行為として評価されるものであ

る。

① 補修費用としての建替え費用相当額の損害賠

償請求

このような場合に、仮に建替えが余儀なくされ

る場合にあっては、建替え費用相当額の賠償請求

は、補修費用の請求と同ーなものと捉えることが

でき、各区分所有者が締結した個別契約に基づく

請求権の行使・承継というより、管理組合の団体

行為としての建替え事業費用の請求であり、それ

らに支出されるものである。もっとも、建替え事

業を遂行するためには、集会において建替え決議

が可決されることが別途必要となるが、建物が通

常有すべき安全性を欠いた瑕疵から生ずる損害賠

償費用の請求を行う場合には、この時点では、建

替え決議がなされていることまでは求められな

い。

② 建替えによって専有部分の取壊しが併存する

問題

「建替え」という建物の解体・建設を伴う修繕

の場合にあっては、専有部分に関する請求である

か、共用部分に関する請求であるかを問わず、一

体事業を遂行するために、全体事業の請求主体と

して管理者による任意的訴訟担当が許容できなけ

ればならない。

このような場合において、取壊しが必然となる

建物の専有部分の財産の帰属を理由に、請求権を

管理者に授権できるのか否かを論じることにどの

ような法益的意味が求められるのであろうか。そ

れらは従後建物の財産の帰属として建替え決議の

中で反映されるものであり、ここでも管理主体と

帰属主体とを混同した議論がなされる場合が多

い。



VI 終わりに

以上のように、マンション共用部分の瑕疵につ

いての請求主体をめぐる問題の難解さは、根底に

マンション法制において、①請求主体は各区分所

有者なのか、管理者なのか、管理組合なのか、②

共有財産から生じる請求なのか、各区分所有者ま

たは各区分所有者全員が締結した契約から生じる

請求なのか、③帰属主体の問題なのか、管理主体

の問題なのか、④区分所有法が想定する管理者管

理と多くの管理の現場で実施されているマンショ

ン標準管理規約準拠の管理組合（理事会）管理と

の相違や優先関係等々が、必ずしも明確ではなく

研究者の見解も錯綜していることが大きく影響し

ている。また、裁判所の判断も、形式的な法適用

や法解釈に止まるものが多いため、さらにマン

ション管理の現場を管理不全の状態へ導いてしま

う制度的欠陥が明らかになることが多い。

最終的には立法的解決を待ち望むしかないもの

であるが、立法の沿革や改正時の議論を踏まえ、

管理の実態に即した現行法の解釈によって解決さ

れる場合も数多い点をあらためて申し上げたい。

例えば、本稿でとりあげた管理者の当事者適格

の判例の判断に従えば、一部の区分所有者が共有
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持分に応じた請求を先行させた場合には、残りの

区分所有者らは法26条4項を利用して管理者によ

る一元的解決の道が閉ざされ、すべての区分所有

者が個別請求をしなければならないことになる。

また、それらは選定当事者制度を使っても反対者

には判決の効力を及ぼすことはできないものとな

る。このような解釈では、管理者制度や法26条2

項を改正した趣旨が反映されるのであろうか。

マンションの共用部分をめぐる瑕疵に関する当

事者適格の問題は、債務不履行 （契約内容不適合）

責任へと債権法が改正されたことを受けて、あら

ためて当該訴訟物との関係で実体法上の誰を判決

の名宛人とすることが、実体法上の法的紛争解決

がもたらされるのかという実態に即した判断基準

が再検討されるべきではなかろうか。

（注）神戸大会後に、本講演内容を、拙稿「マン

ション共用部分をめぐる紛争当事者」現代消費者

法47号58頁以下にリライトさせていただいたの

で、出典・引用の詳細は、そちらをご参考いただ

きたい。



建築訴訟における立証責任 その2

神戸ネット所属の村田です。令和元年12月8日

の全国ネット神戸大会において、「建築訴訟にお

ける立証責任 その 2」を発表しましたので、報

告いたします。

建築訴訟においては、瑕疵が存在すると主張す

る側に立証責任が課されており、消費者である被

害者にとってこれが重い負担となっている現状が

存在します。そこで、私の発表では、欠陥被害救

済のために、建築訴訟における証明責任による判

決を回避する手段を紹介し、被害者側代理人の有

意な訴訟活動に関して主に瑕疵論を中心に試論を

まとめました。もっとも、実際の事件では、建築

訴訟は個別性が高く、事実認定について専門的知

見を要するため、より事案に応じた工夫が必要な

ところです。

ここに発表の内容を全て記載することはできま

せんので、以下、要点を列挙することとします。

1 建築訴訟における「瑕疵」についての
立証上の問題（総論）

まず、建築訴訟における「瑕疵」についての立

証の問題として、 (1)瑕疵の特定の問題と (2)

瑕疵について証明主題（対象）の問題（瑕疵の発

生機序まで立証しなければならないか） （3)損

害の立証の問題（仮に、瑕疵原因の特定が困難で

あるものの、瑕疵が存することが推定された場

合、損害をどのように算定するのか）が存在しま

す。このうち、 (1) については、ア．調査箇所

には欠陥が認められるが、建物全体について調査

が困難な場合に建物全体に欠陥が認められるか、

イ．瑕疵現象から、瑕疵原因を推認できるか、ウ．

業者側に実際の施工について立証させ、瑕疵を推

認させることができるかが争点として、これまで

の事例では現れております。

(45) 

弁護士木寸 田 淳（神戸）

2 民事訴訟における証明責任による判決
を回避するための手段・方法論

さて、民事訴訟手続において、証明責任による

判決を回避する手段として、大別すると、 (1)

証明主題・対象の変更によるもの（例、一応の推

定、択ー的認定、疫学的証明）と （2)証明手段

の充実によるもの（例、事案解明義務等）に分類

できます。

このうち、（ 1)の証明主題・対象の変更は、

「瑕疵」を認定する際に、どのような事実を主張・

立証する必要があるのかの問題です。建築訴訟に

おいては、具体的には、瑕疵の発生機序まで立証

しなければならないのかといった争点で顕在化す

る論点です。他方で、 (2)証明手段の充実は、

信義誠実の原則を根拠として、①証明責任を負う

当事者が事象経過の外にいること②事実を自ら解

明する可能性を有していないこと③それに対して

相手方は難なく必要な解明を与えることができる

こと④具体的事件の事情から見て、解明を相手方

に期待しうることの要件が充足される場合に、相

手方に事案の解明義務を負わせるという法理論

（民事訴訟における事案の解明松本博之 日本

加除出版株式会社 参照）です。その効果として

は、 真実擬制を及ぽすものとの見解もあります

が、裁判例上（事案解明義務の理論を採用してい

るとの評価は、現時点でも確定的では無いことに

ついては注意を要します）、事実上の推認の効果

を及ぼすに留まっている状況です。

3 具体例

以下、代表的な事例に関して、瑕疵についての

立証上の問題を検討致します。



(1)雨漏り事案

「新築建物において「雨漏り」が生じた場合、

居住目的であることは明らかで雨漏りのする建物

で暮らすことは通常考えられないのであるから、

通常の施工として許容することができないことは

推認される」（リーガルプログレッシブ建築訴訟

180頁）との見解が示されております。これは、

細かい発生機序まで立証しなくても、瑕疵が推認

されるものであり、前記 1 (1) イ、 (2) に関

する事例と言えます。

もっとも、瑕疵が推認されるとしても、損害論

として、具体的補修方法を特定できない場合に、

どのように損害を算定するのかという前記 1

(3)損害の立証の問題が難題として残るため、

被害者救済のために損害論の根拠を探求し、主張

していくことが今後の課題の一つといえます。

(2)外壁の事案（平成29年3月31日判例タイム

ズ1441号134頁）

建物の管理組合の管理者である原告が、本件建

物の窓の上下及び正面玄関庇に取り付けられた石

材について、それぞれ、建物としての基本的な安

全性を損なう瑕疵があると主張して、本件建物の

新築工事を施工した被告に対し、本件建物の区分

所有者らの有する不法行為による損害賠償請求権

に基づき、同区分所有者らのために、上記瑕疵の

補修工事費用及び同補修工事に関する見積書作成

費用の支払を求めた事案において、「本件外壁石

材のような外壁材を 1階分の階高以上の高低差を

もって通行人の上に落下し得るような場所の躯体
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に取り付ける場合に関しては、〔 l〕一般的合理

的施工方法に則しているときには、原則として、

剥落等防止措置義務の違反はないというべきであ

るが、他方で、〔2〕一般的合理的施工方法に則

していないときには、原則として、当該義務の違

反があり、そのために、本件建物に建物としての

基本的な安全性を損なう瑕疵があるということが

できるものの、〔2〕のときであっても、実際に

採られた施工方法が、一般的合理的施工方法と同

等又はそれ以上の効用を有すると認めることがで

きるならば、上記義務を怠ったということはでき

ないと解するのが相当である。」と判示していま

す。この裁判例は、反証が無ければ業者側が義務

を怠ったと推認される以上、業者側に通常の一般

的合理的な施工方法と同等又はそれ以上の効用に

ついて主張立証を尽くさせるといった点で、前記

1 (1)イの論点に関する裁判例と評価でき、事

案解明義務の考え方に親和的であり参考になる裁

判例であると考えております。

(3)溶接不良の事案

前記 1 (1)に関する裁判例として、 「一部の

箇所での検査であったが、溶接は一般的に工場に

おいて一括してなされることを考慮すると本件建

物の溶接箇所において、同率の不合格部分が存在

することが推認される」（名古屋地岡崎支判平成

14年 2月16日 （欠陥住宅判例第 3集 ：No.17:荒

川L) としたものがあり、一部の調査結果が建物

全体の瑕疵を推認する事例として参考になる裁判

例であると思われます。



建物の設計者の地盤調査義務について

―これまでの議論の到達点ー

第1 設計者は設計契約に基づいて地盤調
査義務を負うか？

1 設計契約の法的性質（委任か請負か）

当事者の意思解釈の問題であるが、通常は、準

委任と解される。

設計に瑕疵がある場合、設計契約が準委任であ

れば、債務不履行責任の問題となり、請負であれ

ば、瑕疵担保責任の問題となる。

2 地盤調査を行うことについて明示の合意があ

る場合

設計者は地盤調査義務を負う 。

3 地盤調査を行うことについて明示の合意がな

い場合

(1)前提となる法令と告示

ア 建築基準法施行令38条

第 1項 建築物の基礎は、建築物に作用する荷

重及び外力を安全に地盤に伝え、かつ、

地盤の沈下又は変形に対して構造耐力上

安全なものとしなければならない。

第3項 建築物の基礎の構造は、建築物の構

造、形態及び地盤の状況を考慮して国土

交通大臣が定めた構造方法を用いるもの

としなければならない。

イ 建設省告示第1347号（平成12年 5月23日）

「建築物の基礎の構造方法及び構造計算の基準

を定める件」第 1第1項

建築基準法施行令第38条第3項に規定する建築

物の基礎の構造は、次の各号のいずれかに該当す

る場合を除き、地盤の長期に生ずる力に対する許

容応力度（改良された地盤にあっては、改良後の

(47) 

弁護士齋藤拓生（東北ネット）

許容応力度とする。以下同じ。）が20kN/rrl未満

の場合にあっては基礎ぐいを用いた構造と、

20kN/rrl以上30kN/rrl未満の場合にあっては基礎

ぐいを用いた構造又はべた基礎と、 30kN／国以上

の場合にあっては基礎ぐいを用いた構造、べた基

礎又は布基礎としなければならない。

ウ 建築基準法施行令93条

地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力

は、国土交通大臣が定める方法によって、地盤調

査を行い、その結果に基づいて定めなければなら

ない。ただし、次の表に掲げる地盤の許容応力度

については、地盤の種類に応じて、それぞれ次の

表の数値によることができる。

工 国土交通省告示第1113号（平成13年 7月2

日）「建築物の基礎の構造方法及び構造計算の

基準を定める件

第 1項 地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容

支持力を求めるための地盤調査の方法

第2項 地盤の許容応力度を定める方法

第3項 セメント系固化材を用いて改良された

地盤の許容応力度を定める方法

第4項 第 2項から第 3項に定めるもののほ

か、改良された地盤の許容応力度を求め

る方法

第5項 基礎ぐいの許容支持力を定める方法

第6項 第5に定めるもののほか、基礎ぐいの

許容支持力又は基礎ぐいの許容引抜き抵

抗力を定める方法

第7項 地盤アンカーの引抜き方向の許容応力

度

第8項 くい体又は地盤アンカ一体に用いる材

料の許容応力度

(2)以上の関係法令・告示を踏まえた当事者の



合理的意思解釈によれば、設計者には、設計契約

上、関係法令に適合した構造耐力上安全な基礎を

設計するべき債務があり、そのような債務を履行

する前提として、地盤調査を実施する債務がある

というべきである。

地盤調査を行うことも契約内容となっており、

設計者が地盤調査を実施した場合、

設計者は、施主に対し、地盤調査の費用を請求

することができる（民法650条1項）。

なお、旧民法650条第1項は、「受任者は、委任

事務を履行するのに必要な費用を負担したとき

は、委任者に対し、その費用及び支出の日以後に

おけるその利息の償還を請求することができる。」

と規定する。

2 地盤調査を行わないとの明示の合意がある場合

（札幌大会資料集52頁以下の木津田事例集参照）

(1)合意の有効性

地盤調査を行わなければ、上記の関係法令に適

合した基礎を設計することができないにもかかわ

らず、施主が地盤調査を行わなくても上記の関係

法令に適合した基礎を設計することができると誤

信していたきは、錯誤無効となる。

場合によっては、公序良俗違反で無効となる。

(2)合意が有効である場合

ア 地盤調査を行わないことが債務不履行責任と

なるか？

地盤調査を行うことは契約内容になっていない

ので、設計者が地盤調査を行わなかったとして

も、債務不履行とはならない。

イ 説明・助言義務違反の問題

もっとも、建築士は、設計を行う場合、設計の

委託者に対して設計の内容に関 して適切な説明を

行うように努めるべきことが定められており（建

築士法18条2項）、設計契約上も、設計の過程で

建築物の仕様を決定する際には、施主の意思決定

上重要な事項である設計の適法性について、施主

に適切な説明をする債務を負っていると解される

から、設計者としての説明・助言義務違反の問題

が生じ得ると考えられる（齋藤繁道編著「建築訴

訟」青林書院501頁）。

(48) 

第2 不法行為責任における注意義務とし
ての地盤調査義務

関係法令に適合した構造耐力上安全な基礎でな

ければ、「建物としての基本的安全性を損なう瑕

疵」となり、そのような基礎を設計した設計者は、

不法行為責任を負うことになる。

関係法令に適合した構造耐力上安全な基礎を設

計する前提として、地盤調査である場合（地盤調

査をしなければ、関係法令に適合した構造耐力上

安全な基礎を設計することができない場合）、地

盤調査義務も不法行為責任における注意義務の内

容となる。

もっとも、「関係法令に適合した構造耐力上安

全な基礎」か否かを問題とすれば足り、地盤調査

義務を独自に問題とする必要はないのではない

か？

第3 日本建築士連合会外の「地盤情報等
に関するお願い」の問題点

「地盤調査業務は、通常、 設計者が行う設計業

務に含まれていないことにご注意ください。」と

の記述は誤解を与えるものではないか。

地盤調査という作業それ自体は、地盤調査会社

が行うことになる。

しかし、設計者には、「関係法令に適合した構

造耐力上安全な基礎」を設計する義務があり、そ

のような義務を履行するために必要な地盤調査を

行う義務があることは、上記第 1で述べたとおり

である。

日本建築士連合会外も、設計者に、「関係法令

に適合した構造耐力上安全な基礎」を設計する義

務を履行するために必要な地盤調査を行う義務が

あることを否定しないはずである。

ところが、上記記述は、設計者にそのような義

務があること を否定するものと誤解されるおそれ

がある。

全国ネ ットとしては、日本建築士連合会外に対

し、そのような誤解を生じない表現に改めるべき

ことを申し入れるべきである。



建築士法の一部を改正する法律の中での問題提起

1 建築基準法6条1項4号・ 6条の 4第
3項「いわゆる 4号確認」に関しまして
の問題点

・構造計算の省略 （筋交い計算は構造計算では無

い）

・構造強度関連審査の省略

・法22条地域における防火関連審査の省略

•その他集団規定以外の審査省略

・図書保存の義務が「配置図、各階平面図、 2面

以上の立面図及び2面以上の断面図」のみで構

造関連図書保存義務が無い

此の為、それに起因する紛争が発生した場合に

おいて、審査省略の為唯一の事実確認資料である

設計図書等を相手方に請求しても「作成していな

い」「保存義務が無いので作成はしたが破棄した」

等々 、事実確認がしにく くなっており追加の部分

解体詳細調査が発生する事も多くあり消費者に負

担をかける事が多々ある。此の件については日弁

連で問題提起もしている。

2 これに関して、国土交通省の回答として、

ての「4号確認」に関して、図書省略を無くす事

を「建築士法施行規則第21条」令和元年7月に発

表。

この時は公布：令和元年9月上旬、施工：改正

法の施工日となっていた。

これによって、

・設計図書を請求した時に図書が無ければ、保存

義務が法制化された事によりなければ明らかに

建築士法違反となる。

・義務が出来たことで図書作成が必要となる。

・工事監理報告書の保存追加、今迄違反工事をし

ていたにも関わらず検査書発行の基となる工事

監理報告書保存義務が無かった為、どの様にエ

事監理をしていたのか不明であった。

「4号確認」に関する規制の強化の出発点とし

(49) 

建築士植§ ＊光 生（京都）

てはまずまずと考えられました。

ところが、各関係団体などから意見が多々あっ

たため、 9月になっても公布の発表がズレ込み、

公布：令和元年11月1日、施工令和2年3月1日

に変更された。

※我々の中でも、 4号確認に関して規制強化が始

まりずれ込んだにしても、これで良かった良

かったと話をしておりました・・・・・・。ところが、

ところが、皆さん、実はこれに紛れて、規制強

化処ではない、大規模な規制緩和が行われてい

ました。

3 規制緩和の内容

既存建物のストックの活用の基、用途変更に関

して申請面積をlOOrrl⇒200m2に緩和するのは考え

る事が出来る。

しかし、建築基準法第6条1項 1号特殊建築物

までもが、 100m2⇒200m2に拡大され「4号確認」

となった。施工は令和元年 6月25日施行済であ

る。「この変化は国土交通省のポンチ絵にも記載

が無い為解りにくい」

今迄、審査対象になっていた、構造計算、現場

検査、が「4号特例」審査対象外となり、図書省

略も発生する。

この面積は約60坪以下が対象となる、具体的に

は、木造だけでなく、鉄骨造も入っており、集会

所、民泊、コンビニ、グループホームなど、不特

定多数が利用する施設が該当しこれでは規制強化

では無く、規制緩和では無いか？

さらに図書保存までも令和2年3月1日まで先

延ばし、その間に建築されたものは全くの野放し

状態です。ただでさえ 4号確認は問題があったに

も関わらず、規制緩和により問題の拡大にならな

いでしょうか？ 皆様知っていましたか？？



判決・和解事例報告

欠陥住宅判決報告
整理番号

報告日： 2O・ l 9年12月8日 神戸大会

報告者：吉岡和弘

I 事件の表示（通称：大川小児童津波被災国賠事件）

判決 日 1審・平成28年10月26日、 2審平成30年4月26日

最高裁 上告棄却・不受理決定令和元年 10月10日

事件番号 1審平成26年（ワ）第30 1号

裁 判 官 控訴審・小川浩・潮見直之・網島公彦

代 理 人 吉岡和弘・斎藤雅弘

Il 事案の概要

大川小の 所在 宮城県石巻市釜谷字山根 1番地

建物と所 学校 鉄筋コンクリート 2階建 規

在位置 模

備 太平洋から直線距離で3. 7km、北上川の堤防から 200mに位置する。

考 海抜 1. 2 2m 校庭から約 1分ほどで登れる裏山がある。

学校の概 .J1日しー里 1 0 8名、教員 14名 校長 当日午後から不在

要 東日本大震災が発生した 14 : 5 6に児童らは校庭に第一次避難したが、そのまま

校庭に約45分待機。津波到来の 7分前に三角地帯に移動開始したが津波被災。

備考 児童73名、教員 11名死亡、生存教師 1名

文献等 判例時報23 8 7号 ジュリスト、法学セミナー等々

m 主張と判決の結果

争
‘占’‘‘ 市と県の主張→ハザードマップ上、津波浸水区域に指定されておらず、津波避難場

（相手方の反論 所に指定されていた。学校周辺の住民200名余が津波で死亡している。学校教師

も） には近隣住民以上の津波予見の義務はない。

原告・遺族の主張→学校安全保険法26~2 9条に則り市教委・校長・教頭・教務

主任は津波避難マニュアルを作成し、避難訓練をなすべき義務があるのに漫然これ

を解怠した。学校周辺の地理的条件からして行政防災無線が鳴った直後に裏山又は

バットの森に避難すべき義務があった。本件ハザードマップは全く信用できない代

物であることは一見して明らか。地震により北上川の堤防が損壊する危険は事前に

予見できた。裏山には 1分で避難できた。

判 決 1審判決→津波到来の7分前の15時30分頃までに、広報車の避難の呼びかけを聞い

た時点で学校に津波が来ることを予見し得た。同時点で「児童を校庭から裏山に避

難させるに足りる時間的余裕があった」

2審判決→市教委は継続的に学校の実情を蓄積し情報を保有しているから、学保法

に基づき大川小の施設の整備等の措置義務があり、マニュアルに不備があるときは

是正を指示・指導し確認・是正義務がある。平成 22年度の教育計画が市教委に提

出された同年5月 1日以降、津波警報が発令された場合、第三次避難場所と避難経

路、避難方法を定めたものに改訂すべきだった。

校長らは、本件想定地震による津波来襲の危険の予見可能性があり、大）1|小の立地

(50) 



判決・和解事例報告

条件等を総合すると大川小に津波被災の危険があり、校長らに安全確保義務の悌怠

がある。定例校長会・教頭会等で、繰り返し、マニュアルの確認・改訂が強調され

ていた。

I備考
1 審理の過程

① 2014（平成 26)年 3月 10日提訴

口頭弁論期日 (7回）、進行協議期日 (10回）、裁判官の現場見分（現場での進行協議期日： 1回）、証人

尋問期日 (2回）、証人：大川小学校の元校長、元教頭、石巻市役所職員、津波前に児童を迎えに来た

保護者 1名（合計4名）、原告本人尋問：原告団長(1名）が代表して（原告全員の詳細な陳述書）。2016（平

成 28)年 6月29日結審、同年 10月26日判決言渡

② 2017（平成 29)年 3月29日控訴第 1回口頭弁論

「組織的過失」について当事者双方に対し裁判所から求釈明。口頭弁論期日 (5回）、進行協議期日 (5回）、

裁判官の現場見分（現場での進行協議期日： 1回。証人尋問期日 (2回）証人 ：石巻市教委学校教育課長

・同教育総務課課長補佐、大川中学校の元教頭、同小学校元校長の 4名

「組織的過失」に関し潮見佳男京都大学教授の意見書を提出。 2018（平成 30)年 1月23日結審

③ 石巻市と宮城県が上告・上告受理申立→最高裁（上告審）へ

2 高裁判決の意義

① 平時における市教委、校長、教頭、教務主任の職務上の安全確保義務違反を認めた。

教育委員会、校長、教頭、教務主任には、学校保健安全法（以下「安全法」という）26~29条に基づ

き、 2010（平成 22)年 4月末の時点で、 2004（平成 16)年 3月の宮城県防災会議報告（乙 2)において想

定されていた地震（「本件想定地震」）により発生する津波の危険から大川小の児童の生命・身体の安

全を確保すべき義務（本件安全確保義務）を構成するに至った。

② 予見につき（東日本大震災の予見ではなく） 平成 16年に宮城県防災会議地震対策専門部会が作

成した報告書が想定した地震により津波来襲の危険を予見し得たとし、過失の内容として、具体的

危険（大川小に実際に津波襲来し児童の生命・身体が損なわれること）の予見を前提にした結果回避

義務違反ではなく、 平時（事前）における津波来襲の危険の予見を前提にした安全確保義務の違反を

過失として捉えた。

③ 組織的過失につき、国賠責任（代位責任が通説・判例）において、個々の公務員の過失に基づく違法

な職務権限行使に分解せず、校長、教頭及び教務主任を学校の管理・運営の地位にある者（組織の管

理・運営者）として捉え、学校設置者の市と市教委を含む「組織」の構成員たる公務員の過失を判断す

る枠組みを採用し、組織の構成員としての公務員の過失を認めた。

④ 津波来襲の予見を過去の歴史的体験やハザードマップの浸水域と浸水深からのみ判断せず、また、

津波防災の施設・設備の総体をとらえて津波の波高だけでなく、地震の揺れと津波の水理力による堤

防損壊の可能性も総合して予見可能性を肯定。

⑤ 学校に知識・経験や判断能力に劣る教員がいたことで命を落とすことがないよう 、誰が学校現場に

いても、通学する児童生徒の命が守れるように平時の対応を義務づけた

⑥ 遺族が亡き我が子の「代理人弁護士」になって真実究明の活動をした→例えば、子供の最後を知り

たいと願う遺族が石巻市教委との 10回にわたる説明会で、市教委と学校側に毎回 3~4時間の質問

を繰り返し、 事案の全容を明らかにした。遺族が分担して関係者からの聴取りを実施し、現場を計

測しテープで再現し、児童の被災直前の模様を再現する等して、それらを写真や陳述書等で証拠化

（＆）。 遺族がマスコミと良好な関係を維持し、世論を形成。 以上

(51) 
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欠陥住宅事件報告（補修合意先行型示談）

報告者：千葉晃平•宮腰英洋（弁護士） ＆平山建治（建築士）

1 事案の概要

新築戸建住宅について、第 1回沈下修正工事の後、再度の建物沈下が生じた事案で

す。

建物概要所在：宮城県

構造：木造2階、規模：敷地 18 0m＼延床面積97m2

入手経緯契約：平成24年8月売買契約

2 解決内容等

補修合意及び工事（第 2回沈下修正工事）を先行実施することとし、その後、民事

調停で一定の解決金の支払いを受けたものです。

平成 29年8月合意（補修工事先行型）の骨子は次のとおりです。
① 業者は、第 1回沈下修正工事にも関わらず、再度、建物傾き等を生じたことを
認める。
② 業者は、第 1回沈下修正工事前、 「今回の工事で 10 0パーセント沈下は直
る」と述べたこと、第 1回沈下修正工事後、 「これで 2度と沈下はしない」 「エ
事前よりより一層安全になった」と述べたこと、第 1回沈下修正工事後に再度建
物傾き等が生じた後、 「今度は第 1回沈下修正工事を行った会社は外して別の会
社に工事をさせます」と述べたことを認め：る。
③ 業者は、建物不等沈下改修工事、アンターピーニングエ法工事検討書、擁壁資
料 (SMD杭工法設計検討書）、地盤改良工事施工報告書、基礎伏図等に基づく第 2
回沈下修正工事を業者の費用と負担において実施する。
④ 業者は、第2回沈下修正工事の工事完了の日から 10年以内に本件建物に傾き
が生じた場合、後記（調査方法）記載の調査を実施するものとし、当該調査の結
果、第2回沈下修正工事に起因して傾きが生じたと判断される場合には、責任と
負担をもって改修工事を行う。 （調査方法・略）
⑤ 上記以外の損害について
本合意書においてば清算条項を付さない合意とすること、業者は別件請求につ
いて本合意書締結時点で消滅時効を主張しないこと、仮に乙が消滅時効を主張す
るとしても第 2回沈下修正工事完了後を消滅時効の始期と把握すること等を確認
する。

3 感想等
解決金（慰謝料）等の合意に至らない事項があるとしても、補修内容で合意できる
場合には補修先行合意（中間合意）を行い補修を先行させることは当事者双方にメリ
ットがあると思われる。

以上
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欠陥住宅事件報告（勝訴的判決）
整理番号

報告日 ：20 1 9年 12月8日 神戸大会

報告者 ：R森竹和政

I 事件の表示（通称事件名：淡路島リ フォーム事件）

判決 日 平成31年4月25日

事件番号 大阪高裁平成30年（ネ）第1204号 請負代金請求控訴事件

（原審）神戸地裁洲本支部平成26年（ワ）第75号 請負代金請求事件（被告事件）

裁 判 官 石井寛明，林潤，小倉正樹（大阪高裁第 12民事部）

（原審裁判官） 重高啓

代 理 人 森竹和政

II 事案の概要

三：二された住宅の全面リフ1:見］：

m 判決の結果

争 占ヽ1ヽヽ

（相手方の反論も）

欠 陥

請求 合 計

と

結果 その他

責任 売 主

主体 施工業者

と 建築士

法律 その他

構成

W コメント

1 前提

①追加変更工事の請負契約に基づく請負代金増額の有無

②既払金は当初契約及び追加変更契約に基づく各請負代金への弁済に順次充当 される

力込

③事務管理及び付合の成否

•特になし

金96万91 7 2円／524万6834円 （認容額／請求額）

請負契約，追加変更合意

・当初は大手ハウスメーカーに注文する予定であったが，知り合いの大エ （原告）から「自分なら同等

の工事をもっと安くできる。」と言われ注文。請負契約書，追加変更工事契約書，図面，仕様書，

追加変更工事見積書等の書類なし。工事代金 1359万 1886円の当初見積書のみ存在。

・代金支払時期の合意はなく，原告から請求される都度， 50 万， 100 万•••と請求されるままに支払を継

続。既払金が 1744万4990円に達した段階で以後の支払を停止。原告から請負残代金請求訴訟提起。
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・工事そのものについて，不具合，欠陥等は見つかっていない。

•原告が主張する追加変更項目はおよそ 100 項目にのぼった。

•第一審は 89 万 9872 円を認容。原告側控訴（当方も附帯控訴） 。

•原告請求の根拠は①当初の請負契約及び追加変更契約に基づく請求（商法 509 条 2 項の主張を含む）

②加工代金相当額について民法 702条（事務管理）に基づく管理者の費用償還請求権③材料費相当額

について民法248条（付合による償金請求権）

2 控訴審判決の判示（ゴシック表記は判決文引用。下線は報告者による。）

(1)争点①につき

「追加変更工事が当初の請負契約に含まれない別個の追加変更契約によるものと認められるか否か，

また，追加変更工事によって工事費に増額又は減額が生じた場合， これを請負代金額にどのように

反映させるかについては，契約当事者の合意に基づいて決せられることになるが，当該合意内容が

必ずしも明確でないときは，当初の請負契約の合意内容及び当該追加変更工事の内容等のほか，同

工事を実施することになった理由，同工事を巡る当事者間のやり取り及び同工事に要する費用等の

諸事情を基に，当事者双方の意思を合理的に解釈してこれを決するのが相当である。」

「建築の専門家でない被控訴人が控訴人による本件工事の進捗状況を現認していてその遂行を黙認し

ていたとしても現に行われている工事が本件当初契約に基づくものなのかそれとは異なる追加

変更工事等であるのかを具体的に認識することができたとは認めがたいし，被控訴人が控訴人から

の請求に応じて請負代金を支払っていたからといって，各請求書に記載された工事や材料等の項目

が具体的にどの箇所のいかなる工事に関するものであるかを認識した上でその支払を行っていたと

までは認めがたい…（中略）…そうすると，被控訴人が本件工事の進捗状況を現認していて控訴人

による工事の遂行を黙認していたことや，控訴人からの請求に応じて本件既払金のとおり支払を行

っていたことなどの事情があるからといってそれらのことから直ちに，被控訴人が本件追加変更

契約の締結及び同契約に基づく請負代金の支払義務を認めたということはできず，控訴人の上記主

張は採用することができない。」

「控訴人が建築請負を業とする者である以上，本件当初契約締結前に施工された工事のほか，工事の

対象となる箇所や工事に要する手間と費用等に照らして事前の現地調査から容易に想定し得たと認

められるものについては，追加変更工事の対象として被控訴人との別途の協議・合意に委ねるより

ば本件当初契約の内容として盛り込んでいるものと認めるのが相当である。なお控訴人が被控

訴人に対して，追加変更工事が必要であることや工事費用が別途発生することを説明し，被控訴人

がこれに同意したことを認めるに足りない場合や，工事内容や費用額等に照らし，建築の専門家で

ない被控訴人において代金額が増加することを当然に予測することができたとは認め難い場合も

本件当初契約の内容に含まれているか，又は控訴人が無償で施工するサービス工事とする旨の合意

があったものと認めるのが相当である。」

(2)争点②につき

「本件当初契約と本件追加変更契約とは別個の契約であり，また，本件追加変更契約についても各

追加変更工事の箇所や内容等に応じて複数の契約に分けられるものとみる余地があるが， これらの

各契約はいずれも近接した時期の同一機会に被控訴人が控訴人に対して包括的に依頼した本件建

物のリフォームを目的とするものであり，工事代金についても契約当事者である控訴人及び被控

訴人の双方とも個別の工事箇所や内容ごとの金額より，それらを積算した結果本件工事の全体と

しての代金額がいくらになるかの方に大きな関心があったものとみるのが相当である。…（中略）
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…これらの事情に照らせば控訴人及び被控訴人の意思としてば本件既払金に係る個々の弁済金

は，それぞれの請求書に記載された工事内容に完全に対応するものとして支払われたもので，他の

工事箇所や工事内容に係る支払に充てることが想定されていなかったものではなく，本件工事を円

滑に進めるための仮払いであって最終的に精算が行われることにより本件当初契約及び本件追加

変更契約を含む本件工事全体に係る請負代金の弁済に充当されることが予定されていたものと認め

るのが相当である。…（中略）…そうすると，本件既払金の充当関係については，まず本件当初契

約に基づく請負代金の弁済に充当され，残額があれば，更に本件追加変更契約に基づく各請負代金

の弁済に充当されるとの合意があったものと認めるのが相当である。」

(3)争点③につき

「本件工事は，本件当初契約，本件追加変更契約のいずれによるものであれ，被控訴人との合意に基

づいて控訴人により施工されたものであり，その工事内容（使用する材料も含む。）ならびにこれ

に対する対価の有無及びその額も控訴人と被控訴人との合意に基づくものと認めることができる。

控訴人が追加変更工事として施工したと主張するものの中には，無償で施工するサービス工事とす

る旨の合意又は控訴人による黙示的な請負代金免除の意思表示があったと認められるもののほか，

控訴人が被控訴人に対して工事の必要性や追加費用が発生することを説明し，被控訴人がこれに同

意したとか，建築の専門家ではない被控訴人において代金額の増加を当然に予測することができた

などの事実が認められないため，有償による本件追加変更契約が成立したとは認定できないものが

存在するがそれらについても本件当初契約の内容に含まれているか，又は控訴人が無償で施工

するサービス工事とする趣旨であったと認めるのが相当であるから，被控訴人との合意に基づいて

控訴人により施工されたものということができる。そうすると，控訴人による本件工事の施工が法

律上の義務なしに行われた事務の管理に当たるとはいえず， これに使用された材料の本件建物への

付合が法律上の原因によらないものであるともいえないから，控訴人が民法 702条による管理者の

費用償還請求権及び民法 248条による償金請求権を取得する余地はない。＿」

3 所感

本件は，原告による追加変更工事の主張が約 100項目に亘って主張された。それぞれの主張に対し

て一応の認否・反論は行ったものの，基本的には， 「原告に工事を発注した動機が， 『大手ハウス

メーカーと 同等かそれ以上の工事を，安価で実施でき る』という点にあり，工期の長さ，アフター

サービス等，他のどの点をとってみても，代金額以外に個人の大工である原告が大手ハウスメーカ

ーに勝る点はない以上，同社から提示された見積もり（約 1700万円）を超える追加変更工事を被告

が承諾するはずがない。」 として，契約成立の成否を争う方針で遂行した。

請求原因について，原告が，一般的に言われている商法 512条ではなく，商法 509条の主張をして

きた理由は不明である。 「付合」に基づく償金請求権など，基本書にあまり記載がない法律構成も

主張されたが，結果的に「法律上の原因によらないとはいえない。」との理由で排斥された。

結果的には，当初請負代金額 1359万1886円に対し，判決で認容された金額も含めると，支払総額

は約 1840万円となり，純然たる勝訴判決とは評価し難いが，追加変更工事に関しては，公開されて

いる判決が比較的少なく，高裁レベルで契約の成否について一般的な基準を判示したものとして参

考にしていただきた＜，引用部分が長文となりましたが，報告する次第である。

（追記）本判決については， 2020年 10月現在編集作業が進められている「消費者のための欠陥住宅判例（第

8集）」にも収録される予定なので，本文で引用している以外の判決全文については，刊行後の同

書を参照されたい。

以上
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欠陥住宅事件報告
整理番号

報告日：令和元年 12月8日 神戸大会

報告者： R 高木康彦 ＆⑱ 

I 事件の表示（通称事件名：下地Klボード使用・外壁タイルはく離落下事件）

和解成立日 東京地方裁判所平成30年2月2日和解成立

事件番号 平成29年（メ）第 13号、平成28年（ワ）第72 6 0号損害賠償請求事件

裁 判 官 岸日出夫、平山俊輔、坂井唯弥

代 理 人 高木康彦

II 事案の概要

建物概要 所在 千葉県野田市

構造 2X4 （木造枠組壁工法） 2階建 1規模敷地210.32ni,延面積133.31可

備考 外壁：テッセラタイル貼り 乾式引掛け工法 （接着剤使用）

入手経緯 契約 平成7年9月28日 建築工事請負契約 国 渡平成8年4月7日
代金 建物 27 5 0万円（消費税込）

備考 自己所有土地に建築

相談（不具合現象） 平成23年及び25年の 2月頃に、主として建物北側の外壁タイルが一部落下し補修（有

償）、 26年2月頃にも別の箇所でタイルが落下しほかに浮きがみられる。提訴後も29年

2月北側外壁でタイル数枚落下

m 主張と判決の結果 (0認定 x：否定△：判断せず）

争
‘占’‘‘ ① 外壁タイルのはく離 ・落下の原因

（相手方の反論） ② 被告3社（元請会社、タイル工事業者、タイル下地ボード製造業者）の責任の有無

．程度、下地ボードの性能規格（JISA5422と］ISA5430)の異同

欠 陥 外壁タイル下地として不適切なケイ酸カルシウム板を採用したうえ、重量のある厚手の

タイルを使用し、タイル下地に雨水が廻るような納まりにしたこと（目地無し施工、サ

ッシとタイルの取り合い部にコーキングがない）

損害 合 計 280 ／ 1 1 9 0 （和解成立額 ／請求額）

（万円） R代 金 7 9 I 8 9 ＊既払いの外壁タイル補修工事代金の返還

⑧修補費用 9 1 / 8 6 7 ＊修補費用相当の補修工事を行う

cI¥゚ットホテル代 o I 4 3 ＊工事中防犯用の犬が吠え続けることを回避 (3匹）

◎仮住賃料 o I 2 6 

R慰 謝料 o I 3 0 

R調査鑑定費 2 7 / 2 7 ＊提訴前の協力建築士の調査報告書等の費用

◎弁護士費用 o I 1 0 8 

⑪その他 8 3 / ＊北面に通気を確保する工事代、予備費

法的構成 元請、下請及び製造業者の不法行為責任
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W コメント
1 分析（意義・射程・問題点等）

JASS19 • 78頁 (1996・陶磁器質タイル張り工事）では、適用タイルはモザイク タイルもしくは内装タイ

ルに限定されるタイル下地（ケイ酸カルシウム板）に、外装用として重量のある厚手の二丁掛タイル（リ

ブごとはく離落下したタイルは1枚61 9 g)を接着剤で張り付け、タイル下地に雨水が廻るような納ま

りにしたため、平成23年2月以降、冬季に主に建物北側の外壁タイルが複数回にわたり落下したとして

「建物の基本的安全性を損なう瑕疵」があり、不法行為責任が成立すると主張した。

被告タイル下地ボード製造業者は、 Klボードはケイ酸カルシウム板であるが、外装用のものであって、

JISA5422（窯業系サイディング）に準拠しており、ボードの厚さも16mmと厚い。原告が不適切と主張する

ケイ酸カルシウム板はJISA5430に準拠した内装用のケイ酸カルシウム板に関するものであり、本件にはあ

てはまらないと主張した。原告は、JISA5430にも外装用のものもあり、また、 KlボードがJISA5422に準拠

していると言っても耐凍結融解性で不合格となっている点を指摘した。

協力建築士（光山恵治ー級建築士）の意見もふまえ、付調停になった。

専門家調停委員は、ケイ酸カルシウム板は、 ALCパネルと比べても引張強度は弱く水を含みやすく下地

を壊す要素になること、タイル下地裏面にシーラー処理がなされておらず内部からも浸透し、北側は吸水

したとき乾きにくいことを指摘する一方、現時点で20年経過していることをあげた。

被告タイル工事業者は、元請会社の設計上の問題（外壁通気構法を採用しておらず、ボードの内側に湿

気等が滞留し、また結露を生じやすくなる。ボードが滞留した湿気や結露水等に常時晒され、長期間にわ

たる水分吸収や冬季の凍結等の影響を受けると、ボードは膨張等の変形を起こす。ボードがこれらによる

影響を長期間にわたり受けると、ボードとタイルの接着が阻害され、またボード自体の耐久性能を低下さ

せることとなる）を指摘した。

現地調査（打診調査、 3カ所の引張試験、外壁通気構法の実施の有無確認）をすることになり、現地調

査の結果、元請会社として被告とされている会社は、外壁通気構法にはなっておらず、かえって、通気層

がケイカル板などによって塞がれていたことを認めた。

2 主張・立証上の工夫

被告の選択が問題となったが、タイル工事業者は、原告あて、訴訟前に「タイルのはく離落下の原因につ

いて、下地ボードの劣化によるもの、雨水や凍結によるもの、地震などの揺れの影響を受けたものなど複数

の要因が考えられるが、ボードのリブからの破断はKlボードに多く見られ、K2ボード以降には生じていない」

と述べていたこと、元請会社グループ会社のリフォーム会社も、 「直接的な原因は下地ボードに水分が含ま

れたことであり、メーカーによれば同様の外壁タイルの脱落現象が複数件発生しているため、平成20年に

製品の仕様変更を行っている」と報告していたことから、メーカーも被告に加えた。

元請会社とされた被告は、施工当時の元請工務店とは別会社であり、旧工務店の債務を承継しないと主張

した。 3社を被告としたことから、被告タイル工事業者の主張（外壁通気構法を採用していないだけでなく、

不完全な施工となっている元請工務店の設計上の問題点）を引き出すことができ、これが和解における金額

の分担に反映された。

3 所感

原告は、引張試験の結果0. 4N/m祉の強度が確保されている必要があると主張したが、裁判所は、新築時

の基準であり、そこまでは求められないとして、打診検査により浮きが確認されたタイルについて補修工事

を実施するとともに、北側については下地ボード交換 (K3C)を含め実施することになった。それとともに、

元請会社とされたエ務店が 12 0万円、タイル工事業者は49万28 0 0円、下地ボード製造業者は 20万

円の解決金を支払うこととなった。今回補修工事を実施した以外の箇所ではく離落下した場合には、清算条

項がついているため、不法行為責任を問えなくなるが、そのことも含めて解決金額が決められた。

不法行為責任が生じる「建物の基本的な安全性を損なう瑕疵」が認められるためのタイルのはく離落下の

危険は、どの程度で生じるか、基準が不明確である。

以上
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日弁連消費者問題対策委員会土地・住宅部会

活動報告
土地・住宅部会部会長、弁護士 L 田 享文
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土地住宅部会とは

(1) 日弁連の消費者問題対策委員会は、委員130

名、幹事60名の体制で18部会 •PT を設置して

活動を行っております。

土地住宅部会はその中の一つで、 1995年（平

成7年） 1月17日に発生した阪神・淡路大震災

の翌年1996年（平成8年） 3月に設置されまし

た。

(2) 土地住宅部会では、「安全な住宅に居住する

権利」に対する重大な人権侵害である欠陥住宅

問題に対する予防と対策のため、建築生産シス

テム、建築行政、建築紛争のあり方等について

調査・研究し、また、東日本大震災等により顕

在化した地盤問題や、賃貸住宅に関する問題を

含む住宅政策全般に取り組んでいます。

(3) 部会は概ね2ヶ月毎に開催されています。

2 今年度取り組んでいる主な課題につい
て

土地住宅部会が、今年度取り組んでいる主な課

題は、以下のとおりです。

(1) 『消費者のための住宅リフォームの法律相談

Q&A』の増刷について

(2) 瑕疵担保履行確保法の見直しに向けた国交省

との意見交換会

(3) 4号特例問題

(4) 空家、所有者不明土地問題等について

(5) 家賃債務保証業に対する規制、住宅セーフ

ティネット法その他

(6) 賃貸住宅管理業法の成立、政令制定に向けた

提言

3 活動報告

(1) 今年度は新型コロナ感染の影響で、会議時間

を大幅に短縮し、 WEB会議 (ZOOM) にて開

催しています。

(2) 2020年6月に賃貸住宅管理業法が成立しまし

た。これまで野放しであったサブリース業者に

対する規制が実現した点は一歩前進ですが、政

令委任されている事項も多く、今後の政令制定

に注視し、適宜意見を述べていく予定です。

(3) 4号特例問題について、具体的な立法に向け

て行政等への働きかけを積極的に進めていく予

定です。

(4) 『消費者のための住宅リフォームの法律相談

Q&A』について、民法改正やこの間の情報刷

新を反映した補訂版の編集作業を進めていま

す。次回の全国大会に皆さんにご紹介できるよ

う鋭意準備を進めております。
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地域ネット報告

設立年月日 12001年5月26日 l会員数（2018.4.1硯在）

代 豪 溶下 櫃（建簗士） 弁護士

事鶉局畏 I石川籾弘（弁霞士） I 建築士

〒060-0042法札人幌札市幌中・央区大通酉10丁目4南大遍ビル東 学者

運繍先 I館8階 弁護士 石川法律事務所 TEL:011-
209-7150 TEL:022-399-6483 

I その他

【定例勉強会】

人
―

3
 

人
一゜゚
人

活動報告

2006年6月から2カ月に一麿の頻虞で、 消費者センターの相談員や一穀消費者を対象とし、毎
回、建簗士1名、弁護士1名が鵬箇となり、 2時間の勉道会を開催している。

第76回 12月29日宮下建築士斬築住宅の第三者検査
山田弁霞士民法瞭正と住宅

第77回 2月21日中村建築士マンション共用部の緒露
山本弁護士

第78回 4月17日長江麓籐士マンション専有部暇甑事例
山本弁霞士責任遍求の期間調限

設立年月日 2001年5月26日 (会20員20数.10.14硯在）

代 睾 平山醒治（建簗士）

事義局長 伊藤佑組（弁護士） 建築士

〒980-0811 学者

運綺先 I仙台市青葉区一番町2-10-17仙台あさひ法律事務所
TEL:022-399-6483 その他

•HPに例会報告や舎種案内を掲載するなど、 HPの充実化を園っていることもあり、 HP縫由での相談
が比較的多く寄せられている。

アピールポイント I •例会には毎回消費生活相談員の方にご参加いただくなど、消費生活センターとの運携を撞化して
いる。
•建築士の先生方との意見交鎮会を実施し、 各種相談憲口の運揚や傭報共有等に務めている。

活動報告

予定企画

課題

相談会相談はHPから随時受け付けており、 相談会は実施していない。

研修会1勉強会も驚ねた例会を2か月に一回租虞実施しているが、今年は新型コロナウィルスの影響により開
催は二回のみ。

R1.11.15建築士の先生方との勉撞会、意見交換会を実施。
その他IR2.2.15 山形県において、欠陥住宅に関する意見交撰会、勉撞会を実施。
R2.9.30東北学院大学・飛田教授（地盤工学会）を招いた勉強会叢例会を実施。
※新型コロナウィルスの感染拡大防止のため、 総会は中止とした。

・建簗士の先生方との間の意見交換会・勉雖会を継観的に実施予定。
•R2 . 11 . 19 京都大学・釜井教授との意見交攘、現地視察等
・R3.3.20~3.21欠陥住宅全国ネット仙台大会

•新規会員数を増やす（特に蘊築士）
•宮城県外の弁護士、 建築士との運携強化
。広報活懃の充実化
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地域ネット報告

設立年月日

代裏

事義局長

弁護士志水芙美代

弁護士富木秀治

2001年11月24日l会員数（20/10/1現在）

弁霞士

建築士
注他の専門家を含む

運緒先
03-3275-3380 
（事務局弁護士高木秀治）

学者

106 
人

47 
人

46 
人

人

アピールポイント

その他1 12人

弁護士，建築士，地盤品賣判定士らとともに，毎月第二土曜日に，住宅問題の定例相談会を開催しています。

相談会申込：http://www.kiknet.org/index.htm 

活動報告

相談会

定例相談会（毎月第二土曜日）

2019年10月～2020年10月まで
新規59件（月平均4.5件）．継饒34件（月平均2.6件）

予定企圃

●9―-
課題

斬型コロナウィルスの影響の影響により． 2020年3月以降の相談会は．広い会湯での実施を取り止め．握当弁
護士の法律事義所での個別開催に切り瞥えています。

・リーガルブログレッシプシリーズ「建簗訴訟」のRC遺
研修会1(2019年10月12日）

講繭弁護士澤薦大河．建簗士薦島茂夫．建簗士白須正広

•関東ネット総会 (2019年6月 16日メーリングリストを活用）
その他 1• 関東ネット通信36号(2019年11 月 4日斃行）

なし

斬型コロナウィルス対籟として．活動内容や定例相談会の実施方法等の見直し

設立年月日

代襄

事糠周長

弁護士川上賢正

建纂士東畑懺治，弁護士麻生英右

運絡先
0776-58-2668 
（株式会社東畑建簗設計事務所）

2014年8月23日l会員数（19/9/30現在）

弁護士

建籐士

学者

その他

35 
人

30 
人

5 人

人

人

アピールポイント
北陸ネットのチラシを作成しているほか．ホームベージを随時更新しています。

http:/ /kekkanJutaku-hokurlku.com/ 

活動報告

予定企圃

課題

相談会電話相談を随時受け付けています。 HPからの申し込みも可能です。

研修会IR2.3に予定していました研修会はコロナ禍で中止延期となりました。 R2.9.30(第7回）の総会の緩、リモートによる会員の事
例報告会を謂催しました。

役員会もリモートによるものとすなことを余儀なくされましたが、本来の萎ではないと考えています。会員相互が耀を合わせて

その他1の意見交攘が肝裏と思います。

ウィズコロナではありますが、今鶴も会員に「活動が見える」ように運緒等を怠りなく心がけていきたいと考えていきます。リ

モートによる会員のための勉強会の開催，当ネット会員が手掛けた事例檎討会の開催を予定しています。

•建築士会員の不足が課題です。

•これまで固定化していた相談電話を会員の持ち回り制にすることで、会員の意識や運解の共有を園りたいと考えています。
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地域ネット報告

設立年月日

代喪

事務局長

1999年11月

綴織誠

水谷大太郎

会員数（2020.4現在）

弁霞士

建築士

〒461-0017名古屋市東区東外欄町3番地 l 学者

151 
人

1 14 
人

25 
人

運綺先 I cs東外蠣ピル301号室水谷法律事務所
TEL:052(228)0586 FAX:052(228)0587 1 その他1 11人

随時，弁踵士による慧料電話相談及び30分の慧料薗談相談を行っています。上記運綺先にお申し
アピールポイント I込み下さい。

弁護士と建簗士のベアによる無料相談会も隔月で行っています。

----------.L—-. 
活動報告 2019年4月～2020年9月までの活動

相談会 1弁護士による無料電話相談•画談相談：2019年麿110件， 2020年4~9月 69件
弁護士と建築士のベアによる無料相談会（隔月）：2019年度87件 2020年(7,9月） 24件

研修会隔月で例会（勉強会）を開催しています。会員外の方もご参加可能です。

その他1楚唸盟霊記芸誤醤忠霜閉索唱函温毘己甜忠‘E

予定企圃

繋畠内ミナーは巴9日ビ9：詈9ミ塁竺きざきさき：云：；は1:2通。費別途）。ご
その他

設立年月日

代襄

事義局長

運綺先

無料相談会や例会の時間•場所はホームベージ(http://www.tokainet.com)をご覧下さい。

1998年11月24日会員数（2020.10現在）： 
小泉真一（弁護士）．島桐子（建築士） 弁護士

森脇大介（弁護士） 建築士

〒640-8155 学者
和歌山市九番丁10書地九番丁ピル5階 | —一人
電話：073-499-7279
FAX: 073-499-7280 その他，

人

アピールポイント 1年に数件の相談申込があり、相談を受け付けた際は弁護士会員と建築士会員がベアで対応している。

活動報告 I特になし
-
予定企圃

課題 次年度以降の体制と活動内容―-l● 
その他 今年はコロナの影響もあり相談受付以外の活動はできていません。
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地域ネット報告

設立年月日 11998年4月25日 l会員数 R2.9.30硯在

代 睾 建築士藤津易夫 弁霞士 118 
人

事務局畏 弁護士上田 敦 建簗士 28 
人

〒604-8166京都市中京区三条通烏丸西入御倉町85番地1KDX烏丸ピ 学者 2 
運編先 I ル5階 人

上田・小川法律事務所
TEL:075-221-2755 その他 2 人

アピールポイント ． ペ他テのラ地ン減かネらッ若トに手はなし、世多代数パのラ協ン力ス蘊の簗取士れたI・ 手まで、 弁護士が所属

活動報告

予定企画
-■•一9●●●●9●l一一

課題
•■99999 99999 999 999999 999999999 

その他

相談会随時、相談受付を行っている(FAX等書園による事前申し込み璽）。

研修会1品雷翡品誓：品譴 羞：定期開催）の定例研究会

その他IWEB会鵬システムを使った定例会、勉撞会の開催

建築士会青年部会との継続的なコラボ企圃、相談会の実施等

京都府北部、南部、及び滋賀県北部、西部の案件を担当する人材の不足。
ホームベージの大帽改訂を違め、ウェプ集害に力を入れる。

直近5年間の相談実績
15年27件、16年26件、 17年24件、 18年18件、19年17件

設立年月日

代襄

1997年10月25日

弁踵士 睾馘穣

弁護士長瀬信明

会員数(20/10/1現在） I 141 
人

弁匿士I 113 
人

事義周長

運綺先
電話：06-4400-6142
（専用ダイヤル／10時～17時）
FAX:06-6932-5685 

建築士I 25 
人

学奢

その他I 2 
人

アピールポイント
・ベテラン。中堅・若手と会員がパランスよく構成され人材豊富！
•会員同士で交瀧を深める機会が多い！

活闘報告

予定企圃

課題

相談会厄月第二土曜日の午鶴1時半から個別相談会を実施。湯所は大阪歴史博物館内の会鵬室等。相
談者に事前に予約していただき相談嘉を送ってもらう。相談料は3千円。

研修会1「建築暇癒の法律と実務」（岩島秀欄／青木清美編薯）を読み込む勉撞会を行っている。テーマごと
に建築士1名と弁霞士2名を担当にしてポイントを解説するなどしつつ．意見交撰等を行っている。

•今年は新型コロナウイルス感染拡大防止のため予定されていた雨漏れをテーマにしたシンポジウム
その他Iは中止。総会はリモートで開催。

•ネット通信の舞行

•2021 年4月 25 日 （ 日 ）総会・シンポジウム

•広報活動の充実
•新規会員の獲得。 とくに建簗士
•住まい情報センターとのタイアップ企圃
•新規企圃 etc
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地域ネット報告

設立年月日

代豪

事務周長

1998年3月1日l会員数(20/10/14硯在） 22 
人

一綴建築士佐古誠司

弁護士村田淳

運綺先
078-371-5617 

（事務周：くすのき法律事務所）

弁護士

建築士

学者

その他

人＿
8
 

ー 人

アピールポイント
市民向けの情報斃信として，リーフレットのほかに，ホームベージを随時更新している。
http:/ /www.kekkan-kobe.net/ 

活動報告

相談会1定期・不定期を問わず相談会は実施していない。
所定の相談カードによる申込みを受けた際に適宜相談を実施。

研修会1兵庫県マンション管還士会の会員を対象とした研修を実施予定（12/19)。現在，研修内容の作り
込み等準備中。

その他1今年虞総会(6/24)にて，事務局長が中酉弁護士から村田弁霞士に交代した。

予定企画
12月19日に兵庫県マンション管理士会においてマンション管還士向けセミナー（外壁タイル剥落に
ついて）を実施予定（講錮：中島ー級建築士，村田弁塵士）。

課題 メンバーの拡充。特に建築士メンパーの拡充が喫緊の課題である。

その他 マンション管運士会の研修を機に，管遷緑合からの相談等増加を目的とした事業を検討している。

設立年月日 12013年3月19日 l会員数（2020.10硯在） 158

代 襄 1山上知裕 l弁護士 147 

事務扇長 l蘊築士 110 
人

学者 10 
運綺先

．．．・  

|その他 11 人

活動報告

定例会議・勉撞会 ＊令和2年10月1日以降に実施された定例会議・勉猿会等
等 。令和元（2019)年12月11日マンション管遷綿合は、欠陥で原告となることができないの

か？

芯悶石石し時実施。

110番
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地域ネット報告

設立年月日 2002年5月25日 会員数（2020.10硯在）三
代 表 鳥谷部茂 弁護士•学者

事義周長 風呂欄馘 建築士

広島市中区酉白島町18-28岡田ピル1階（TEl.082-502- その他
運編先 1250)＊各支部の運綺先あり

アピールポイント 中国•四国地方9県をカパーする綴織として被害教済の旗を掲げるとともに．各県単位の支部拡充や
1被害予防活馳などを行っています。

活動報告(2019.11~2020.10)

1(1)中国四国ネットは各県に支部があり．支部毎に例会の謂催や欠陥住宅被害の予防・救済活動に取り輯んでいま
す。
(2)広島欠陥住宅研究会では，欠陥住宅練害の予防として「住宅取得者サポート制度」，被害の救済として「定期相

談会（毎月 1 回例会時•無料）」「予傭調査」を実施しております。
本年のコロナ禍において，定期相駿会は，例会の中止で実施できなかった期間もあり，件数が減っております。但

し，予傭調査申込件数自体は微増していることから，被害自体が減少しているのではなく，来訪桐談の差し塑えなど被害
が濯在化している可鮨性もあります。
毎年7月に圃催している全国ネット主催での110番も中止を余儀なくされたことから，被害の握り起こしのため，電話相
談(110番）を企薗攀傭中です。
また，広島欠陥住宅研究会では各関係機関との運携にも力をいれたいと考えており，広島県が実施する専門家（璽簗）
相談に毎月研究会から相談担当弁護士を派遣し， 2020年2月18日には，広島建簗士事務所協会と共催して，建纂
士を対象とした設計監遷契約をメーンにした『纏築士事務所協会のためのよくわかる民法改正のイロハ』を開催しました。
各関係機関との運携を深めると共に当会の活闘に興味を持つていただいた複数の建築士の方が斬規入会いただきまし
た。

2 中国四国ネット支部毎の運携撞化も課題であり勉謹会の実施や中国四国ネット瓦版を発行するなど．情報の共有化
につとめています。

3主な活動(2019年11月～2020年10月）
。中国四国ネット瓦版2019.12月号斃刊（神戸大会特纂）
•中国四国ネット瓦版2020. 1 月号舞刊（斬年号•奈良大会案内）
•中国四国ネット瓦版2020.4月号斃刊（コロナ禍の中～中国四国各地桜前線便り）
•中国四国ネット瓦版2020.6月号斃刊（コロナ禍の中～中国四国各地の建物便り）
【広島】
•毎月 1 回例会を圃催（但し， 5～7月休会。 8月～9月はzoom併用開催）
0予傭調査，慧料定網相談会を圃催。2019.11~2020.10の期間中，予傭調査26件，定期相談会8件
•2020年2月 18日『建築士事務所協会のためのよくわかる民法改正のイロハ』開催
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゜

阜雰了で••9 ,J
一神戸大会盛会の御礼・奈良大会開催のご案内一

欠陥住宅全国ネット事務局長弁護士平泉憲一

2019年12月7日～8日と全国ネット第47回大会を神戸市にて開催いたしました。お越しいただい

た皆さま、ありがとうございました。また、開催の準備に多大なご尽力いただいた中西大樹事務局

長をはじめ神戸ネットの皆さまに対し、心より感謝いたします。ありがとうございました。さらに

は、大会でご講演・ご報告いただいた皆さまには、当日のみならず大会後もこの「ふぉあ・すまい

る」の原稿をお寄せいただき本当にありがとうございました。大会もふぉあ・すまいるも皆さまの

ご協力の賜物です。今後ともよろしくお願い致します。このような多くのみなさまのご尽力こそが、

欠陥住宅全国ネットの原動力です。

次回大会は奈良大会ですが、コロナ禍のもと一堂に会する大会開催は控えさせていただき、リ

モート形式にて参加いただくべく現在準備しております。また、日程も11月28日（土）の午後だけ

といたします。ご参加いただく場合の具体的案内は、追ってメーリングリストやホームページを通

じていたしますので、ご参加いただくようお願いいたします。 ． 
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